
表紙の写真は、ニュージーランドの植林地の様子です。
製材用として30年前に植林したラジアータ・パインを
伐採した後、再び苗木を植えているところです。また、
背後に見える植林地は、左側が30年生で伐期を迎えて
おり、右側は伐採作業を行なっています。苗木を植え、
育て、収穫し、また植える、という「森のリサイクル」
の様子がお分かりいただけると思います。この植林地
はFSC森林認証を取得しています。詳しくはp.17をご
覧ください。
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C O N T E N T S

［集計期間］
2006年4月1日～2007年3月31日
ただし数値データ以外の記事等については2007年4月以
降のご紹介をする場合があります。

［参考にしたガイドライン］
●環境省「環境報告書ガイドライン2003年度版」
●グローバル・リポーティング・イニシアティブ（GRI）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006」

発行日 2007年9月28日
発行部数 5万部
配布先 一般の方、工場見学者、顧客企業、図書館、

大学、王子製紙グループ従業員など

王子製紙グループ20部署25名のメンバーが中心となって
制作しました。

［お問い合わせ先］
〒104-0061 東京都中央区銀座4丁目7-5

王子製紙株式会社　環境経営部
電話 03-3563-7020
FAX 0120-1139-76または 03-3563-1139
ホームページ http://www.ojipaper.co.jp
eメールアドレス info@ojipaper.co.jp

2007年7月、王子製紙グループの8工場で、ばい煙

の排出基準値超過などが判明しました。工場周辺の

住民の皆さまはもとより、社会に対して多大なご迷

惑をおかけしました。王子製紙グループとしては、

今回の事態を重大に受け止め、本報告書でもお詫び

と状況説明をする必要があると判断し、制作終盤で

はありましたが、編集をしなおしました。巻頭で7月

末時点での原因究明と今後の対応策について、社長

コミットメントでお詫びと信頼回復に向けての考え

を述べさせていただきました。

そのほかにつきましては、王子製紙グループの本

業である「紙の生産」に関する社会的責任を中心に

報告しております。

今年で2回目となるステークホルダー･ダイアログ

でいただいた貴重なご意見を参考に、王子製紙グル

ープの使命は紙の安定供給と、環境と社会に配慮し

た資源循環型ビジネスモデルの確立にほかならない

と考えました。ハイライトでは「森のリサイクル」

「紙のリサイクル」「地球温暖化防止に向けた取り組

み」を中心に、海外の植林地や木材チップを購入し

ている現場からのリポートや、二酸化炭素排出の削

減目標に対する達成状況などを報告しています。

ステークホルダーの皆さまとの対話を重ねながら

信頼回復に努めるとともに、いつまでも紙を使い続

けることができる世の中を目指し、地球環境に一層

の配慮をしながら紙を生産していきます。

編 集 方 針

はじめに
2007年7月に、王子製紙（株）釧路工場、苫小牧工場、富士工場、春日井工場、米子工場および王子板紙

（株）日光工場、江戸川工場、佐賀工場の2社8工場において、ばい煙の排出基準超過、データの不適切な

取り扱い等の問題があったことが判明いたしました。本件は大気汚染防止法および電気事業法等に抵触す

る行為であり、地域の皆様をはじめ、関係自治体、さらには関係省庁をはじめ各方面の皆様に、多大なる

ご迷惑をおかけし、多くの方々の信頼を損なう結果となりました（各工場の状況の詳細については弊社の

ウェブサイト・ニュースリリース2007年7月13日と18日をご覧ください）。

今回の一連の問題について、これまでの社内調査によって明らかになった原因および今後の対策につい

て以下にご報告いたします。

原因について
2社8工場での違反原因にはさまざまな要因がありますが、その根本は①法規制値に対する操業現場で

の認識不足（1時間平均値で管理すべきところを1日平均値で管理していた等）、②環境管理データのチェ

ック機能の不備、③設備保守管理の不備等です。「環境と文化への貢献」を優先する経営方針を掲げてい

るにもかかわらず、排出基準を逸脱し、またそれを防止する操業管理体制に不備があったことがコンプラ

イアンスに反する結果に結びついたものと考えます。今回このような事態を招いたことを大変重く受け止

めて、管理体制の見直しを含めて引き続き原因究明に取り組んでまいります。

再発防止対策
（1）組織、管理面での対策について

・環境コンプライアンスを最優先する方針を徹底させ、それに基づいた操業が行われるよう、

徹底した教育を継続して実施していきます。

・環境管理部門に適正な人員を配置し、全社管理体制を再構築していきます。

・従来の環境監査を抜本から見直し、遵法監査を徹底して実施していきます。

（2）技術、設備面での対策について

・ばい煙対策等の設備の保守管理を徹底していきます。

（3）地域社会からの信頼回復について

・今後は対策実施状況や環境管理状況について、自治体、関係官庁および地域の皆様へ

情報を公開し、関係機関のご指導をいただきながら信頼回復に努めてまいります。

今後の取り組みについて
今回の問題を深く反省し、今後さらに原因究明に努めるとともに再発防止策に取り組んでまいります。

環境管理や環境設備改善等の情報につきましては、弊社ウェブサイトにて今後適宜公開してまいります。

2007年7月

王子製紙株式会社

王子製紙、王子板紙8工場でのばい煙問題に関して
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王子製紙グループは、企業理念の

一つである「環境と文化への貢献」

のもと、王子製紙グループ環境憲章

の遵守を基本とした環境管理体制を

構築、強化しつつ、実施してまいり

ました。しかし誠に残念ながら、

2007年7月、王子製紙および王子板

紙の8工場のばい煙発生施設におい

て、問題があることが判明し、公表

いたしました。7工場では、大気汚

染防止法で定める排出基準値あるい

は自治体との協定値・協議値を超え

る窒素酸化物・硫黄酸化物を排出し

ており、その内の1工場では報告値

の改ざんが行われておりました。別

の1工場では、排出基準値や協定値

を超える事実はなかったものの、報

告値を書き換えておりました。

地域住民の皆さま、関係当局の皆

さま、ユーザーの皆さまをはじめ全

ての関係各位に対しまして多大なご

迷惑・ご心配をお掛けしましたこと

を衷心よりお詫び申し上げる次第で

あります。現状の環境管理体制に慢

心していたことを強く反省し、今後

は長年築いてきた社会からの信頼を

回復すべく、関係当局のご指導を仰

ぎながら、環境管理体制の再構築に

取り組んでまいります。

不祥事のお詫びを
申し上げます

王子製紙グループの環境管理体制

は、王子製紙の環境経営部が中核と

なり、グループ全体の環境委員会を

定期的に開催すると同時に、環境監

査も実施しておりました。そのよう

な中、2005年7月には、王子製紙グ

ループ会社の一つである王子コーン

スターチ（株）の環境管理における

水質汚濁防止法違反、また2007年2

月には、王子製紙グループの所有す

る水力発電所における河川法違反

等、コンプライアンスに反する行為

が明らかとなりました。これらの不

祥事の再発防止のため、環境経営部

では問題事例や対策等の情報共有化

を強化することに加え、工場での環

境監査を重要視し、環境監査委員会

のメンバーによって製紙系4社を含

む200を超える事業所に対し、少な

くとも2年に一度の監査を行なって

まいりました。また、監査チェック

リストの項目数も大幅に充実させ監

査における不適正な管理状況の見落

しを防ぐ工夫も行ってまいりました。

上述の王子コーンスターチ（株）

の不祥事の直後には王子製紙全工場

および主要なグループ会社の違反行

為の自主調査を実施しましたが、今

回のばい煙問題が明らかになりませ

んでした。そして、環境監査でも違

反行為を見つけることはできません

でした。なぜ見つけ出すことが出来

なかったのか、今回の不祥事の本格

的原因究明はこれからであります

が、現状の環境管理体制の欠陥を明

らかにし、再発防止策を実施してい

きたいと考えております。

今回の不祥事およびここ数年に発

生した不祥事の根本に横たわるもの

は、従業員の環境保全・コンプライ

アンスに対する意識の欠如であると

痛感しております。これはまさに経

営者の責任であり、深く反省してい

る次第であります。

今後、環境保全・コンプライアン

スの意識が何故すべての従業員に浸

透していなかったのか、原因を明ら

かにし、改めて環境保全・コンプラ

イアンス意識を徹底的に再教育して

いきたいと考えております。

製造業の原点である生産現場にお

ける環境保全・コンプライアンスが

徹底できなかったのは、現場を管理

する工場長の責任も大いにあると考

えております。工場長を中心として

生産現場の小さな問題点も拾い上げ

ることが出来る風通しの良い風土作

り、および経営者の意思が生産現場

の隅々まで届くような風土作りが、

環境保全・コンプライアンスの風土

作りであると考えております。

王子製紙は創業以来130余年の歴

史があり、これまで製紙業界のリー

ディングカンパニーとしての自覚を

もって企業活動を推進してまいりま

した。しかし、持続可能な木材資源

調達のための海外での大規模植林な

ど、資源循環型産業としての製紙業

界に対する評価が高まりつつあった

ときに、このような不祥事を起こし

たことを再びお詫びする次第であり

ます。

創業者渋沢栄一の「論語とそろば

ん」の原点に今一度立ち返り、私た

ちの果たすべき役割を認識して業務

を遂行することが、社会に存続を受

け入れられる企業であることの必要

条件であると考えます。

王子製紙の社会的使命は、環境と

調和した企業活動を通して安定的に

紙の需要にこたえることであり、従

来に増してステークホルダーの皆さ

まの意見を十分お聞きし、自分たち

の役割を再認識して業務を遂行して

まいりたいと存じます。

すべての社員が企業の社会的責任

を改めて認識し、一人ひとりが確か

な意識と価値観をもって、社会の皆

さまからの信頼を一日も早く回復し

ていくよう、再発防止に全社一丸と

なって取り組んでいく所存でありま

す。

2007年7月
王子製紙株式会社代表取締役社長

環境保全・コンプライアンス
意識を徹底します

今後の信頼回復に向けて
再発防止を徹底します

トップコミットメント
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王子製紙グループは、企業理念の

一つである「環境と文化への貢献」

のもと、王子製紙グループ環境憲章

の遵守を基本とした環境管理体制を

構築、強化しつつ、実施してまいり

ました。しかし誠に残念ながら、

2007年7月、王子製紙および王子板

紙の8工場のばい煙発生施設におい

て、問題があることが判明し、公表

いたしました。7工場では、大気汚

染防止法で定める排出基準値あるい

は自治体との協定値・協議値を超え

る窒素酸化物・硫黄酸化物を排出し

ており、その内の1工場では報告値

の改ざんが行われておりました。別

の1工場では、排出基準値や協定値

を超える事実はなかったものの、報

告値を書き換えておりました。

地域住民の皆さま、関係当局の皆

さま、ユーザーの皆さまをはじめ全

ての関係各位に対しまして多大なご

迷惑・ご心配をお掛けしましたこと

を衷心よりお詫び申し上げる次第で

あります。現状の環境管理体制に慢

心していたことを強く反省し、今後

は長年築いてきた社会からの信頼を

回復すべく、関係当局のご指導を仰

ぎながら、環境管理体制の再構築に

取り組んでまいります。

不祥事のお詫びを
申し上げます

王子製紙グループの環境管理体制

は、王子製紙の環境経営部が中核と

なり、グループ全体の環境委員会を

定期的に開催すると同時に、環境監

査も実施しておりました。そのよう

な中、2005年7月には、王子製紙グ

ループ会社の一つである王子コーン

スターチ（株）の環境管理における

水質汚濁防止法違反、また2007年2

月には、王子製紙グループの所有す

る水力発電所における河川法違反

等、コンプライアンスに反する行為

が明らかとなりました。これらの不

祥事の再発防止のため、環境経営部

では問題事例や対策等の情報共有化

を強化することに加え、工場での環

境監査を重要視し、環境監査委員会

のメンバーによって製紙系4社を含

む200を超える事業所に対し、少な

くとも2年に一度の監査を行なって

まいりました。また、監査チェック

リストの項目数も大幅に充実させ監

査における不適正な管理状況の見落

しを防ぐ工夫も行ってまいりました。

上述の王子コーンスターチ（株）

の不祥事の直後には王子製紙全工場

および主要なグループ会社の違反行

為の自主調査を実施しましたが、今

回のばい煙問題が明らかになりませ

んでした。そして、環境監査でも違

反行為を見つけることはできません

でした。なぜ見つけ出すことが出来

なかったのか、今回の不祥事の本格

的原因究明はこれからであります

が、現状の環境管理体制の欠陥を明

らかにし、再発防止策を実施してい

きたいと考えております。

今回の不祥事およびここ数年に発

生した不祥事の根本に横たわるもの

は、従業員の環境保全・コンプライ

アンスに対する意識の欠如であると

痛感しております。これはまさに経

営者の責任であり、深く反省してい

る次第であります。

今後、環境保全・コンプライアン

スの意識が何故すべての従業員に浸

透していなかったのか、原因を明ら

かにし、改めて環境保全・コンプラ

イアンス意識を徹底的に再教育して

いきたいと考えております。

製造業の原点である生産現場にお

ける環境保全・コンプライアンスが

徹底できなかったのは、現場を管理

する工場長の責任も大いにあると考

えております。工場長を中心として

生産現場の小さな問題点も拾い上げ

ることが出来る風通しの良い風土作

り、および経営者の意思が生産現場

の隅々まで届くような風土作りが、

環境保全・コンプライアンスの風土

作りであると考えております。

王子製紙は創業以来130余年の歴

史があり、これまで製紙業界のリー

ディングカンパニーとしての自覚を

もって企業活動を推進してまいりま

した。しかし、持続可能な木材資源

調達のための海外での大規模植林な

ど、資源循環型産業としての製紙業

界に対する評価が高まりつつあった

ときに、このような不祥事を起こし

たことを再びお詫びする次第であり

ます。

創業者渋沢栄一の「論語とそろば

ん」の原点に今一度立ち返り、私た

ちの果たすべき役割を認識して業務

を遂行することが、社会に存続を受

け入れられる企業であることの必要

条件であると考えます。

王子製紙の社会的使命は、環境と

調和した企業活動を通して安定的に

紙の需要にこたえることであり、従

来に増してステークホルダーの皆さ

まの意見を十分お聞きし、自分たち

の役割を再認識して業務を遂行して

まいりたいと存じます。

すべての社員が企業の社会的責任

を改めて認識し、一人ひとりが確か

な意識と価値観をもって、社会の皆

さまからの信頼を一日も早く回復し

ていくよう、再発防止に全社一丸と

なって取り組んでいく所存でありま

す。

2007年7月
王子製紙株式会社代表取締役社長

環境保全・コンプライアンス
意識を徹底します

今後の信頼回復に向けて
再発防止を徹底します

トップコミットメント
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王子製紙グループの事業活動は「紙パルプ製品事業」、「紙加工製品事業」、「木材・緑化事業」、「その他の事業」の4つから

構成されています。

王子製紙グループの事業概要

売上高と経常利益の推移（連結）

売上高の構成（連結） 2006年度 品種別生産高（連結） 2006年

会社概要

グループの事業概要

社　　名：王子製紙株式会社OJI PAPER Co.,Ltd.

所 在 地：東京都中央区銀座4丁目7番5号

設　　立：1949年（昭和24年）8月1日

代　　表：代表取締役社長篠田和久

資 本 金：103,880百万円

主な事業：紙・パルプおよび紙加工品の製造および販売

売 上 高：2007年3月期

単独 568,389百万円

連結1,265,735百万円

従業員数：2007年3月期

単独 4,619人

連結 19,560人

●「紙パルプ製品事業」：王子製紙グループの主力事業であり、
新聞用紙、印刷情報用紙をはじめ、板紙、ティシュペーパ
ーに至るあらゆる紙の生産、販売を行っています。

●「紙加工製品事業」：段ボール、紙器、感熱記録紙、紙おむつ
などの生産、販売を事業分野としています。

●「木材・緑化事業」：社有林の維持管理、海外植林、木材の輸
出入および加工販売に加え、造園やガーデニングといった
緑化事業を事業分野としています。

●「その他の事業」：物流、不動産、機械、食品関連事業のほか、
ホテル、音楽ホールの運営などの事業が含まれます。

売上高 経常利益 

0
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紙パルプ製品事業
689,544（百万円）

54.4％

木材・緑化事業
49,032（百万円）

3.9％

紙加工製品事業
438,617（百万円）

34.7％

その他の事業
88,541（百万円）

7.0％

印刷情報用紙
2,921（千ｔ）

35.9％

段ボール原紙
2,544（千ｔ）

31.3％

新聞用紙
1,135（千ｔ）

14.0％

白板紙ほか
906（千ｔ）

11.1％

家庭用紙ほか
331（千ｔ）

4.1％

包装用紙
293（千ｔ）

3.6％

合計
8,130
（千ｔ）

合計
1,265,735
（百万円）
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本報告書の集計範囲：王子製紙（株）および下記の主要グループ会社

主要工場

主要グループ会社の概要

製 紙 会 社

製品加工会社

サービス業

運輸・倉庫業

そ の 他

王子板紙（株）、王子ネピア（株）、王子特殊紙（株）、大井製紙（株）

王子チヨダコンテナー（株）、王子コーンスターチ（株）、（株）ユポ・コーポレーション、王子キノクロス（株）、王子パ
ッケージング（株）、王子タック（株）、王子製袋（株）、シノムラ化学工業（株）、静岡王子コンテナー（株）、協同紙工
（株）、（株）チューエツ、ムサシ王子コンテナー（株）、王子木材緑化（株）、高崎化成（株）、日本青果包装（株）、森紙
業（株）、北海道森紙業（株）、仙台森紙業（株）、常陸森紙業（株）、群馬森紙業（株）、新潟森紙業（株）、北陸森紙業
（株）、長野森紙業（株）、東海森紙業（株）、静岡森紙業（株）、四国森紙業（株）、九州森紙業（株）、森紙販売（株）、
鳥果包装資材（株）

（株）苫小牧エネルギー公社、医療法人・王子総合病院、（株）DHC銀座、王子不動産（株）、（株）ホテルニュー王子

王子埠頭（株）、王子海運（株）、王子物流（株）、亀甲通運（株）、王子陸運（株）、平田倉庫（株）

王子斎藤紙業（株）

事業概要
段ボール原紙、板紙の製造
および販売

主要製品
段ボール原紙（ライナー・特
殊ライナー・中芯原紙）、石
膏ボード原紙・紙管原紙・
ノーコートボール、色ボール、
チップボール・色板紙・化
粧板原紙・防錆紙・加工原
紙・コートボール

王子板紙（株）

王子製紙（株）の工場（計9工場）
q釧路工場　w苫小牧工場　e富士工場　r春日井工場　t神崎工場
y米子工場　u呉工場　i富岡工場　o日南工場

王子板紙（株）の工場（計12工場）
!0名寄工場　!1釧路工場　!2日光工場　!3江戸川工場　!4富士工場
!5松本工場　!6恵那工場　!7中津川工場　!8祖父江工場　!9大阪工場　
@0大分工場　@1佐賀工場

王子特殊紙（株）の工場（計4工場6製造所）
@2江別工場　@3中津工場　@4滋賀工場　@5東海工場
（岩渕製造所、富士製造所、静岡製造所、第一製造所、富士宮製造所、
芝川製造所）

王子ネピア（株）の工場（計3工場）
@6苫小牧工場　@7名古屋工場　@8徳島工場

事業概要
ティシュおよび紙パルプ加
工品、ならびに紙おむつの
製造、加工および販売

主要製品
ティシュペーパー、トイレッ
トロール、キッチンタオル、
ウエットティシュ、赤ちゃん
用紙おむつ、赤ちゃん用お
しりふき、その他関連商品

王子ネピア（株）

事業概要
紙類、パルプ類およびその
副産物の製造、加工および
販売、合成樹脂加工品、包
装資材、化学薬品および不
織布の製造、加工ならびに
販売

主要製品
特殊印刷用紙、特殊機能
紙、機能紙、フィルム製品、
特殊板紙

王子特殊紙（株）

事業概要
段ボールシート・ケース、紙器、
包装紙の製造、加工および販売、
包装機械の開発および販売

主要製品
段ボールシート・ケース、機能性
段ボール、段ボールパレット、紙
器、ラミネート紙、熱交換エレメン
ト、包装機械など

王子チヨダコンテナー（株）
森紙業グループ

：王子製紙（株）単体のみを指します。
：王子板紙（株）、王子特殊紙（株）、王子ネピア（株）、王子チヨダ
コンテナー（株）の4社を指します。

「王子製紙（株）」
「大規模事業会社」

：王子製紙（株）および上記の主要グループ会社を指します。
：王子製紙グループから王子製紙（株）本体を除いたものです。

「王子製紙グループ」
「グループ会社」

本報告書の集計範囲に関する用語の定義

q!1

w@6

e!4@5

r!8@7

t!9

y
u

i
@8

o
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!2
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!6
!7
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@0
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@4



丸太 

パルプ用植林木 
間伐材や低質材 

バイオマス由来 
CO2

リグニンなど 
リグニンなどを含む植物性廃液である
黒液は燃料として活用されます。 

森のリサイクル 
P.15-20

持続可能な森林経営により育成
される資源を調達するCSR調達 

CO2

CO2

CO2

化石燃料由来CO2

コージェネレーション※1

バイオマス 
燃料など 

51%

化石燃料 

49%

黒液 

（植物性廃液） 

※1　発電および熱の利用 
注：数値は2006年度 
　　王子製紙グループの実績 

地球温暖化 
防止 

に向けた取り組み 
P.27-32

ボイラー 

タービン発電機 
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王子製紙グループ資源循環型ビジネスモデル
地球環境に配慮しながら紙の需要に応えていくため、
「森のリサイクル」、「紙のリサイクル」、「地球温暖化防止に向けた取り組み」を3本柱とした事業活動を展開しています。



紙のリサイクル 
P.21-24

古紙は貴重な資源。品質に応じて
適材適所で最大限に利用 

背板・廃材 

チップ 

住宅建材 

繊維 

紙をつくる 
P.49-50

チップ工場 

製材工場 

木の成分は紙になる繊維と、
繊維の接着成分であるリグ
ニンなどがその大半を占め
ています。これらを分離し
てパルプをつくります。 

木材パルプを 
つくる 

P.47-48

紙の原料 

古紙回収 

紙をつかう 

古紙パルプ 

60%40%

木材パルプ 

古紙パルプを 
つくる 

P.47-48

紙をつかうわたしたちの生活 

製紙工場 
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大澤（王子）王子製紙は、海外の植林地を2010年までに

30万haに増やす計画で一生懸命取り組んでおり、輸入

チップの4割は自給できるようになるだろうと予測して

います。しかし、世界的な紙の需要増加を賄うには、世

界全体で森林の生産性を上げていく必要があります。一

方、オーストラリアは干ばつで木材の成長が悪くなり、

世界中の至る所で山火事によって多くの森林が失われて

いるといった問題もあります。今後、増え続ける紙の需

要にどう応えていけばよいか、製紙会社として非常に悩

ましいところです。

熊崎 従来、製紙会社も天然林を切り出して利用してき

ました。今は、ユーカリなどの人工林から効率的に原料

を供給し、できるだけ天然林を残そうという動きが主流

になっています。需要に応えながら環境を保全するに

は、木材を生産する土地で、どれだけ生産性を上げられ

るかが鍵だと思います。例えば、放置された農地などに

比較的、短伐期で成長の早い木を植えていくのがよいの

ではないでしょうか。

神田 私どもが植林する際、オーストラリアでは森林が

伐採されて草地になってしまったところに、ベトナムや

ラオスでは焼畑跡地や荒廃地を選んで行っていますが、

木を植える土地が本当に減ってきています。木をどれだ

け植えることが可能かという点にも疑問があります。世

の中では植林木や森林認証※1木だけがいいという傾向で

すが、もちろん保護すべきものを残すのは当然ですが、

天然林の利用も見直すべきだと思います。あらゆる手段

を講じていかないと、世界の木材やバイオマスの需要を

賄えませんから。

日比 人口が増えると木材以外でも農業や気候変動対

懸念される森林資源の枯渇
増え続ける紙の需要にどう応えていくか

王子製紙グループでは、社外有識者をお招きしてご意見をうかがうステークホルダー・ダイアログを2006年から

開催しています。昨年度は、「持続可能な社会を実現するために王子製紙グループがすべきこと」をテーマに、紙の

価格と社会的コストの問題や情報発信の必要性、国内社有林の利用法など幅広くご意見をいただきました。2007

年は、「木材原料の調達」にテーマを絞り、3月13日、当社会議室で5人の有識者に議論していただきました。

ステークホルダー・ダイアログ

紙の木材原料調達はどうあるべきか

ハイライト●本業における社会的責任の遂行
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策、環境保全などで土地に対する需要が高まり、それだ

け土地の確保が難しくなります。木材原料に頼れなくな

った後のビジネスモデルを考える必要もあると思います。

大澤 自然資源を持続可能に利用していくためには、土

地利用をどのように仕分けるのかということが問われま

す。畑のような形で木材資源を生産することは、需要が

高まる中では当然だと思います。同時に、保護すべき森

林は保護しなければなりません。そういう姿勢を示す意

味で、国内社有林に天然林があるように、海外で植林す

る場合も一定の割合で天然林を保護してはいかがです

か。また、持続可能な森林利用は天然林でもできます。

収穫も森林の土壌にダメージを与えない集材の方法があ

るでしょう。人工林ではブルドーザーで斜面を崩して皆

伐する施業を行っているところもありますが、保水力が

あり、有機物の蓄積源としての機能を保全しながら生態

系を利用するという、本来の林業の姿に戻らなければな

らないと感じています。王子製紙さんでは、そのような

森林の持続的な利用方法を研究しているのですか。

神田 三重県亀山市の研究所や海外の植林地などで研究

を行っています。企業は経済効率の良い方法だけを選ぶ

と思われがちですが、自然生態系的におかしくなれば植

林が継続できませんから、効率的というのは、つまり持

続的ということです。海外植林では地元住民から反発を

受けたりしたら事業が立ち行かなくなりますから、その

辺りは、きちんとやっているという自負があります。

緒方 森林資源の枯渇は地球温暖化防止の側面からも大

きな問題です。温暖化防止策の一つにクリーン開発メカ

ニズム（CDM）※2があります。先進国と途上国が協力し、

途上国で地球温暖化対策を実施する仕組みですが、その

中で、CO2を吸収する森を作るCDM植林の評価は高く

ない。しかしCDM植林は、それが人工林であっても環

境効果、経済効果を生み出し、周辺地域の住民にも広く

恩恵をもたらす方法だと思います。

神田 私どももCDM植林には挑戦しているのですが、

なかなか思うようには……。

熊崎 有効性について国際的な合意ができていませんよね。

日比 CDMに限らず、何をやっても環境には必ず影響

します。いろいろな意見はありますが、プラス面をしっ

かり把握しながら、マイナス面は出来る限り抑制し、推

進すべきだと思います。

日比 植林をする際には、樹種の選び方や植林する場所、

地元の方々との関係など、配慮すべき点が少なくありま

せん。それらをガイドラインにしてはどうでしょうか。

神田 製紙業界でベストプラクティス集は作成していま

す。ガイドラインを否定するわけではありませんが、こ

の基準さえあればいいという問題でもありません。自然

は多様です。個別の問題ごとに対応していくしかありま

せん。本日のダイアログのように皆さんに話し合ってい

ただくとか、現地に来ていただくとか、それも一つの方

法だと思います。

熊崎 この50年間日本の林業を見てきましたが、一番

残念なのは、森林も林業もだめになったことです。その

理由の一つに、日本の林業が製紙会社に見放されたこと

があります。もちろん、パルプ原木のサプライチェーン

を作らなかった点は、林業にも責任があるのですが。製

紙産業はもともと日本の森林資源をベースにして発展し

ました。これから先、どういう方向に行くのか、とても

植林のガイドライン化は可能か
これからは国内林産業との連携も必要

参加者

大澤雅彦氏
IUCN日本委員会会長、
東京大学大学院新領域
創成科学研究科教授

藤井敏彦氏
経済産業研究所コンサルティング
フェロー、経済産業省貿易経済協
力局特殊関税等調査室長（現・
経済産業省通商機構部参事官）

日比保史氏
コンサベーション・イン
ターナショナル日本プ
ログラム代表

熊崎実氏
岐阜県立森林文化アカ
デミー学長

緒方俊雄氏
中央大学経済学部教授

神田憲二
常務執行役員
資源戦略本部長
（現・取締役常務執行役
員資源戦略本部長）

大澤純二
執行役員 環境経営部長
（現・執行役員 研究開発
本部 副本部長 環境担
当）

社外有識者 王子製紙（株）

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

※1 森林が持続可能な森林経営の基準通り良好に管理されていることを、独立した
第三者機関が評価、認証する制度。国際的に知られている制度としてFSC、PEFC、
SFI等があり、日本には独自の制度としてSGECがある。
※2 削減または吸収施策を実施し、その削減吸収効果をクレジットとして二国間で
分け合う方法。
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関心があります。北欧を見ると、パルプ工場は製材工場

などと結びついており、1本の木材を住宅用、パルプ用、

エネルギー用と良い部分から順番に取っていき、無駄に

する部分が全くないのです。こうした「カスケード利用」※3

の体系を国内の林産業と協働しながら作っていくため、

積極的に活動してほしいと思います。

神田 おっしゃる通りです。日本の森林資源の有効利用

には各段階で最も付加価値を高めたカスケード利用が重

要ですから、王子製紙はそういう総合林産業を目指して

いきたいと思っています。

日比 王子製紙さんは、森林を原材料という観点のみか

ら捉えている印象を受けます。森林には、木材として、

あるいは紙としての経済的価値があると同時に、生態系

サービスの提供者として、そこに存在するだけで多くの

便益を私たちにもたらしてくれています。森林生態系全

体を長い目で捉えて取り組んでいただければと思いま

す。

緒方 製紙業界には、非常に特殊な面があります。他の

製造業と違い、かなり広域な空間を経営の視点に入れな

ければなりません。また、木を植えてから収益を上げる

までに時間がかかるので、時間的な面も視野に入れなけ

ればなりません。これをマーケットの採算性だけでなく

エコロジーの均衡とも一致させるという課題を解決しな

ければなりません。

神田 確かに森林の持つ価値は原料だけではありませ

ん。私どもは、原料以外の価値も含めて森林を維持した

いと思っています。ただ、そのバランスをどこで取れば

いいのか、人間が生活する限り自然に負荷がかかります。

紙も例外ではありません。持続可能な形が前提ですが、

それなりのコストがかかってしまいます。

藤井 「消費者は社会的コストを容認する」「消費者は

CSRに取り組む企業の商品を選ぶ」というのは本当で

しょうか。以前に海外で、あるスポーツ用品メーカーの

児童労働が問題となり、不買運動が起こった際でも、日

本では売り上げが増えた例は象徴的です。消費者は、た

くさん情報があっても消化できないと思っています。現

在のLOHAS※4ブームを見ても、有機食品を食べたい、

オーガニックコットンを着たいなど、消費者の興味は自

分達の利益の範囲内に限られています。ですから、コス

トを転嫁するにしても、消費者が何にレスポンスするか

を冷徹に見た上でチャレンジするべきだと思います。ま

た一方で、そういう現実を変える努力をする意義はある

と思います。

神田 「我々はこういうことに困っているが、その中で

こんなことをやっている、そうして作られている紙だ」

ということが紙を使う皆さんに伝われば、きっと高く買

ってもらえるだろうと期待したいのが本音ではあります

ね。資源を再利用し、植林も一生懸命やっています。で

もそれで安心というほど単純ではありません。森林には

住宅、紙、エネルギーと様々な需要があり、今後の需要

増は大変なものになると思います。生物多様性※5の保全

や持続可能な利用という課題もある。王子だけはやるべ

きことをやっているというのでは済まない時代が来ると

思います。経済活動とエコロジーの接点はどこなのか、

生産性の低い森を伐って高い森に変えていくことも必要

になってくると思いますが、どこまで許されるのかなど

も考える必要があります。そういうドロドロした悩みを

抱えながらやっていることを理解した上で、製品を選ん

でいただければありがたいのですが。

藤井 そういう自問自答したプロセスを見せることが一

番重要なのだと思います。

持続可能な森林利用にはコストがかかる
消費者にそれをどう理解してもらうか

※3 高レベルの利用から低レベルの利用へと、資源やエネルギーを多段階（カスケ
ード）に活用すること。
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緒方 マスコミを通じた森林文化のキャンペーンや、ト

レーサビリティ※6制度もいいかもしれません。私が教

えている中国の留学生は、中国製の割り箸が安く大量に

日本に入ってくることが、中国で森林破壊につながって

いることを非常に憂慮しています。認証制度やトレーサ

ビリティを一般の消費者が分かるように導入し、自分の

使っている製品がどこから来ているのか認識できるよう

にすべきだと思います。

大澤 本のような紙製品にも製紙会社の名前を入れるな

どして、どのように原料が調達されたのか分かるようにす

るといいですね。紙の恩恵にも目が向くかもしれません。

日比 モノの売り方として、これまでは「お客様は神様

です」で片付けられたと思うのですが、環境問題の現状

を見ると、もはや、お客様が真に良いモノに気づいて消

費を選択するのを待っていられる状況ではありません。

今、地球環境がどのような問題に直面しているのか、環

境に配慮した製品がその問題解決にどう貢献するのか、

なぜ環境に配慮した製品が高くなるのか、といったこと

を積極的にお客様に伝え、良いモノが売れるように努力

することが必要ではないでしょうか。

大澤（王子）本日は大変活発に議論をしていただき、あ

りがとうございました。今後、いただいたご意見をでき

るだけ経営にくみ取っていきたいと思います。

今回は木材原料の調達をテーマとして2回目のステー
クホルダー・ダイアログを開催しました。世界の木材
需要が増え続ける中で、持続可能な森林経営により育
成される資源から、いかに紙の原料を確保するかとい
う難しい課題について、色々な立場の方々から貴重な
ご意見を伺うことができました。
植林地の生産効率を上げること、生物多様性にも一
層の取り組みを行うこと、トレーサビリティなど当社
の取り組みをもっと分かりやすく説明することについ
ては、今後の経営の参考といたします。また、日本林
業は再生の兆しが見えつつありますが、国内の森林の
総合的有効利用のために当社も役割を果たしていく所
存です。

大澤純二
王子製紙（株）執行役員環境経営部長
（現・執行役員研究開発本部副本部長環境担当）

ステークホルダー・ダイアログでの
ご意見を受けて

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

※4 Lifestyles Of Health And Sustainabilityの略。健康や環境問題に関心の高い
人々のライフスタイル。
※5 1992年にリオデジャネイロで開催された環境と開発に関する国際連合会議
（地球サミット）では次のように定義された。「陸上、海洋およびその他の水中生態系
を含め、あらゆる起源をもつ生物、およびそれらからなる生態的複合体の多様性。
これには生物種内、種間および生態系間における多様性を含む」
※6 原料調達から生産、流通、販売まで、製品の生産履歴情報を確認できるシステ
ムのこと。特に木材原料については、原料の出所を遡り、原料が適正に管理された
森林より生産されたものである事を確認できること。
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「紙は文化のバロメーター」と言わ

れ、経済が発展し生活が豊かになる

につれて、一人当たりの紙の消費量

は増加します。日本の消費量は2000

年をピークにほぼ横ばい状態ですが、

世界では急激に拡大しており、2015

年には2005年の約1.3倍となる見込

みです。特に途上国では人口増と生

活水準の向上により、紙の需要は今

後も増え続けるでしょう（グラフ1）。

王子製紙グループは世界の紙需要

に応え、事業の持続的成長を達成す

るため、東アジアで積極的に事業展

開を図ります。現在、中国南通市に

紙・パルプ一貫工場を2010年に稼

働させ、年間120万トンの印刷用紙

を生産する計画を進めています。

日本で初めて木材パルプが生産さ

れた明治時代以来、製紙会社の歴史

は、木材原料を安定的に確保するた

めの、たゆみない努力の歴史でした。

現在、世界的な紙の消費増によっ

て原料の需要も増加しています。王

子製紙グループが事業を拡大するた

めには、環境や社会に配慮した持続

可能な原料の調達が必要であり、そ

れが私たちの役割だと認識しています。

【具体的な取り組み】

●古紙を最大限に利用します

古紙は貴重な資源です。世界の森

林資源は限られており、古紙を利用

してはじめて紙の安定的な生産が可

能になります。都市ごみを減らすた

めにも、森林資源を節約するために

も、古紙を再利用する取り組みを継

世界の紙需要の拡大と
王子製紙グループの事業戦略

王子製紙グループは、紙をつくることを事業の中心としているため、地球環境や地域社会に対

して、多くの責任があると認識しています。その責任を果たすため、王子製紙グループの役割

とは何か、現在の社会状況を踏まえつつ、あらためて考えました。

持続可能な事業モデルを構築し

世界の紙需要に応えます。

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

続します。

●古紙で足りない部分は
木材を使います

一方で、古紙だけで必要なすべて

の紙をつくり続けることも不可能で

す。足りない部分は、森林認証材※1

や植林木、再・未利用材などを原料

とする環境や社会に配慮したフレッ

シュパルプ※2を利用します。また、

天然林でも持続可能な森林経営※3

により育成されていれば、経済林と

して利用できる森林もあります。

●CSR調達に取り組みます

経済のグローバル化や資源需要の

増加によりグローバルサプライチェ

ーンにおける企業の社会的責任の遂

行が重要になっています。そこで

2007年4月に「王子製紙グループ・

パートナーシップ調達方針」を制定し、

CSR調達を行うことにしました。

●海外植林を増やします

世界の人口が増え、途上国が急速

な経済発展を続けているため、紙以

外の製材品や合板などの木材需要も

増加しています。

森林のない土地で木材を供給する

ための産業植林を行えば、地球温暖

化の原因であるCO2の吸収固定にも

貢献します。また、植林地の木材生

産効率を上げることによって、生物

多様性の豊かな天然林を少しでも多

く保全することが可能になります。

王子製紙グループは、自ら使用す

る木材原料を自らの手で確保するた

め、植林面積を拡大します。

王子製紙グループの役割

グラフ1 世界の紙需要の予測

■中国 ■アジア ■東欧 ■アフリカ ■中南米
■オセアニア ■北米 ■日本 ■西欧

王子製紙調べ

原料の安定的確保は
経営の根幹
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●海外植林では地域社会の発展に
貢献します

現在、王子製紙グループはニュー

ジーランドや豪州、ベトナム、中国、

ラオス、ブラジルの6カ国で植林し

ています。植林事業は海外の広大な

土地を長期間利用し、地域の人々の

労働が必要ですから、地域社会との

信頼関係なしには成り立ちません。

王子製紙グループは、植林事業を

通じたインフラ整備や技術供与のほ

か、苗木の無償提供、地元小学校で

の健康診断を支援するなど企業市民

として活動しています。植林は地域

社会の発展に貢献する事業です。

●国内林産業の再生に取り組みます

最近、輸入木材の価格が上昇して

います。これを日本の林産業再生の

好機とするためには、取扱量をまと

めて木材生産コストを下げること、

大量かつ安定的な供給が可能な木材

流通体制を整備すること、国産材の

付加価値を上げるためカスケード利

用による加工体制を整備することな

どが必要です。

王子製紙グループは、国内で民間

最大の森林保有者として、関連業界

や地域と連携して国内林産業の再生

に取り組みます。

●化石燃料の削減と森林による
CO2の吸収固定に取り組みます

製紙産業の特徴はエネルギーを多

く消費することですが、工場内でコ

ージェネレーションを行っており、

その燃料としてクラフトパルプの製

造工程で木材から分離される黒液と

呼ばれるバイオマス※4エネルギー

を利用しています。

王子製紙グループ全体で化石燃料

をさらに削減するとともに、国内社

有林の持続可能な森林経営や海外植

林の拡大によってCO2の吸収固定量

を増やします。

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

地球温暖化対策と生物多様性の保全。

事業との両立を目指します。

　 環境と社会に配慮した、  

資源循環型ビジネス 
     王子製紙グループの使命は、  

紙の安定供給 

王子製紙グループは3本柱で本業を実行し、社会的責任を果たしています 

森のリサイクル 
●CSR調達の推進  
（木材原料の7割が輸入）  
●海外植林の拡大  
●持続可能な森林経営と森林認証の取得 
●総合林産事業への進出  
（国内で民間最大の森林所有） 

紙のリサイクル 
●古紙利用の拡大 

地球温暖化対策 
●新エネルギー利用の拡大 

さまざまな地球環境問題に取り組み、 
地域社会に寄与しています 

●取引先のCSR推進  
●違法伐採の撲滅  
●森林の保全  
●森林のCO2吸収固定  
●廃棄物の低減  
●化石燃料の削減 

地球温暖化の防止  
生物多様性の保全 

ベトナムの苗畑で、植林用の苗の出荷準備をし
ているところ

※1 p.9の※1参照
※2 木材その他の植物を機械的または化学的処理に
よって分離したセルロース繊維の集合体。バージンパ
ルプとも呼ばれる。
※3 環境的、社会的、経済的に健全な森林経営を指
す。環境的とは、生物多様性の維持、生態的プロセス
や生態系の保全。社会的とは、森林に依存している人
間社会の維持。経済的とは、継続的な木材生産と利用。
※4 再生可能な生物由来（木材など）の有機エネル
ギーのことで化石資源を除いたもの。
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王子製紙グループは「木材原料の

調達指針」を定め、CSR調達の観

点からサプライヤーの社会的責任の

遂行状況や木材原料に違法伐採材が

混入していないこと、持続可能な森

林経営による資源から供給されてい

ることを確認しています。

全サプライヤーに木材原料のトレー

サビリティレポートの提出を義務付け

ています。輸入材は船積みごと、引き

取り単位が小さい国産材は年1回の

提出ですが、違法伐採による木材がな

いことはトラックごとに確認しています。

また、トレースの結果は、第三者監査

を受けて概要を公開しています。この

取り組みは、2006年4月に改正された

グリーン購入法にも適合しています。

森林資源など自然物を利用する場

合は、環境負荷を最小限にし、その

資源が存在する地域への社会的配慮

と貢献が必要です。王子製紙グルー

プの植林事業はもちろんのこと、サ

プライヤーに対してもCSR調達の

推進を奨励しています。

王子製紙グループは、1970年代か

ら海外での植林に取り掛かり、1990

年代以降、本格的な植林事業を展開

しています。将来の資源確保を目的

として、2010年度までに海外での植

林面積を30万haにする目標を掲げ

ています。2006年度末現在、6カ国

11カ所で事業を行っており、植林総

面積は17万haとなっています（表1）。

違法伐採された木材を
原料としたチップやパルプ
でないことを確認

これら植林地の一部では既に収穫

期を迎え、植林木によるチップの量

が増えています。2006年度には、

輸入チップ調達量の11％を占める

までになりました（グラフ2）。2011

年には16％、そして30万haの植林

地が収穫期を迎えると40％に達す

る予定です。

海外植林は、環境、社会、経済面

のバランスをとりながら進めていま

す。環境面では生物多様性を損なわ

ないように、また、社会面でも、例

えばラオスでは、当社スタッフ、政

府オフィサー、そして村の人たちで

委員会を作り、現場確認を行いなが

ら植林地の選定を行っています。こ

のような持続可能な植林により安定

的に原料を供給しています。

また、森林認証※1の取得にも積極

的に取り組んでおり（グラフ3）、今

後すべての植林地において認証を取

得する予定です。

こうした産業植林のほかには、洪

水防止、生態系保全、防風砂防など

を目的とした「環境植林」も行って

います。政府開発援助（ODA）の

無償資金協力によるベトナム海岸保

全植林や中国黄土高原保全植林に携

わったほか、長江（揚子江）の洪水

防止と生態系保護を目的とした日本

経団連日中環境植林プロジェクト

（中国重慶市）にも当初より積極的

に関与しており、植林実務を担当し

協力を続けています。

自分で使うものは
自分で植える。植林地でも
持続可能な森林経営

木材原料の調達指針

【基本的な考え方】
紙の原料となる木材は、再生産が可
能な優れた資源である。森林資源は
適正な管理と利用によって、二酸化
炭素の吸収固定による地球温暖化防
止と生物多様性の保全に貢献する。
木材原料の調達にあたり、「王子製
紙グループ・パートナーシップ調達
方針」に基づいて、持続可能な森林
経営により育成される資源を原料と
するCSR調達を推進する。

＊なおパルプの調達にあたっても、「王子製紙グループ・パートナーシップ調達方針」（p.41参
照）に基づき、この指針に準拠してCSR調達を推進する。

【調達指針】
1）森林認証材の拡大

2）植林木の増量、拡大

3）未利用材の有効活用

4）調達における法令遵守、
環境・社会への配慮等の確認

①サプライヤーの
モニタリングの実施

②原料のトレーサビリティの確保

5）情報公開

生物多様性や地域社会に配慮しながら、

持続可能な森林経営による木材生産を行います。

森のリサイクル

※1 p.10の※1参照
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ハイライト●本業における社会的責任の遂行

表1 王子製紙グループの海外植林実施状況

植林地面積は、CPFL社・KPFL社・CENIBRA社は06年12月末の数字。その他のプロジェクトは07年3月末の植林地面積。QPFL社は融資植林1,142haを含む。
＊PAN PAC、CNBの目標および植林済面積（見込）は、全体の面積を当社出資比率にて按分。（PAN PAC：86.7％、CNB：39.84％）
（全体面積－　PAN PAC：目標面積30,000ha、植林済面積32,657ha CNB：目標面積110,000ha、植林済面積125,771ha）

事業 国名 地域 会社名 共同出資 樹種
植林目標
面積（ha）

2006年度末
植林済面積（ha）

伐期
（年）

FSC認証
取得（年）

ニュージーランド 南島 SPFL
王子製紙（株）、伊藤忠商事（株）、富士ゼロックス（株）、富
士ゼロックスオフィスサプライ（株）

ユーカリ 10,000 9,861 12 2004

2004

2006

2005

2001

オーストラリア
西オースト
ラリア

APFL
王子製紙（株）、伊藤忠商事（株）、（株）千趣会、東北電力
（株）、日本郵船（株）

ユーカリ 26,000 23,714 10

ベトナム ビンディン省 QPFL 王子製紙（株）、双日（株）、大日本印刷（株） アカシア・
ユーカリ 9,100 9,691 7

オーストラリア ビクトリア州 GPFL 王子製紙（株）、双日（株）、凸版印刷（株）、北海道電力（株） ユーカリ 10,000 6,565 10

オーストラリア
クイーンズ
ランド州

BPFL
王子製紙（株）、伊藤忠商事（株）、（株）講談社、セイホク
（株）、電源開発（株）、（株）JPリソーシズ

ユーカリ 10,000 4,376 10

オーストラリア ビクトリア州 EPFL 王子製紙（株）、双日（株）、（株）小学館、日本紙パルプ商事（株） ユーカリ 10,000 3,099 10

中国 広西壮族自治区 CPFL 王子製紙（株）、丸紅（株） ユーカリ 6,000 6,299 6

ラオス ラオス中部 LPFL

王子製紙（株）、国際紙パルプ商事（株）、（株）集英社、
（株）商船三井、（株）千趣会、（株）リクルート、第一紙
業（株）、（株）サトー、シーズクリエイト（株）、（株）
日本通信教育連盟、マルマン（株）、（株）ホンダトレー
ディング、エーワン（株）、西崎紙販売（株）、（株）フェ
リシモ、（株）ベルーナ、ラオス政府

ユーカリ 50,000 5,362 7

中国 広東省恵州 KPFL
王子製紙（株）、広東南油経済発展公司、広東南油経済発
展湛江公司、丸紅（株）

ユーカリ 60,000 18,283 5

パ
ル
プ
生
産

ブラジル
ミナス・
ジェライス州

＊CENIBRA 日伯紙パルプ資源開発（株）（王子製紙、国際協力銀行他） ユーカリ 43,450 50,107 7

ニュージーランド 北島 ＊PAN PAC 王子製紙（株）、日本製紙（株） パイン 26,010 28,314 30

計 260,560 165,671

最終目標 300,000 300,000

設立
（年）

92

93

95

97

98

99

01

05

05

73

91

チ
ッ
プ
輸
出

グラフ1 2006年度木材チップの調達構成

グラフ2 輸入チップにおける植林木の比率 グラフ3 輸入チップにおける森林認証材の比率

輸入・広葉樹チップ
57％

12％

国産・広葉樹チップ
4％

国産・針葉樹チップ

輸入・針葉樹チップ

27％
オーストラリア
34％

南アフリカ
18％

ベトナム13％

チリ7％

米国 6％

中国

5％
ニュージー
ランド

4％

ブラジル 4％

その他 9％

当社植林木　　植林木　　製材廃材　　天然林低質材　

11％ 10％

14％

16％ 6％

13％
2011年度

計画

2006年度
実績

当社認証材　　認証材　　非認証材

2006年度
実績

2011年度
計画

81％

76％

16％

35％65％

6％

62％38％

輸入チップ産地別輸入チップ／国産チップ
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木の価値、山林の価値を最大限に引き出す
森のリサイクルの現場から報告

現地リポート

ニュージーランドの北島、ホーク

スベイ地区のネイピア市近郊にある

王子製紙グループの植林からパル

プ、製材を一貫生産するPan Pac。

家庭紙を供給している王子ネピアの

社名はここに由来しており、王子製

紙グループにとって親しみのあるま

ちです。

この地で事業を開始してから34

年になります。約3万2,500haの森

林を経営していますが、山林全体で

植林、伐採、再び植林というサイク

ルができており、環境、社会、経済

の観点から見ても、森林を有効活用

している様子を見ることができます

（写真1参照）。

Pan Pacは、パルプ、製材品、チ

ップ、丸太の生産・販売をしており、

FSCは山林部門のFM認証※2と製材

部門のCoC認証※3を2002年に取得

済みです。年間約20万トン生産さ

れるパルプのほとんど、チップの一

部が王子製紙グループの日本国内の

工場に運ばれ、紙になっています。

王子製紙が生産している紙の原料の

うち、Pan Pacの木材が占める割合

は4％程度です。

山林全体で植林、
伐採、再植林と、
循環している様子が一目で

山川 淳 Pan Pac社 現地取締役

写真1 Pan Pac社の植林地

※2 森林を対象とした認証。適切な森林管理がされ
ているか審査され認証される。
※3 森林認証材を利用する製造・加工・流通などの
各過程で、正しく認証材が取り扱われることを認証す
るもの。各過程で非認証材と混在しないよう適切な管
理が行われているかが審査される。

1本の木を製材品、パルプ、燃料と
適材適所で有効に活用。持続
可能なビジネスモデルを実現

王子製紙グループの海外植林会社

で育てている木の多くは、紙の原料

を目的としているため、植林後5年

8

7

6

5

431
2

それぞれ植林後、①29年、③4年、④5年、41年、
⑤16年、⑦6年、⑧5年。②は伐採作業中。⑥は
小川沿いに残した天然林。
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ハイライト●本業における社会的責任の遂行

外装用などに使われる製材品を取り

出し、その他の残った部分はチップ

に加工されます。パルプ材は、樹皮

を剥いてそのままチップに加工され

ます。チップからはパルプを作りま

すが、チップの一部は日本に輸出さ

れています。樹皮や製材の際に出る

おがくずは、工場で使うボイラーの

燃料として活用しています。

一本の木から製材用、パルプ用、

チップ用、エネルギー用と順番に取

っていき、無駄にする部分がまった

くありません。

ここでは木の価値、山林の価値を

最大限に引き出しており、「WHOLE

OF FOREST」（山林のすべてを活

用）のコンセプトで、持続可能なビ

ジネスモデルが実現できています。

から15年で伐採しています。樹種

はユーカリやアカシアが一般的で

す。これに対して、Pan Pacではラ

ジアータ・パインを植えています。

針葉樹としては成長が早く、ここで

は植林してから伐採するまで約30

年というサイクルが出来上がってい

ます。

伐採された丸太は、まず製材工場

で使用する製材用材（太くてまっす

ぐな丸太）、製材工場では使えない

パルプ材（細いか曲がっている丸太）

に分けます。製材用材からは、樹皮

を剥いだあと、建材や家具、住宅内

山林から切り出された丸太は、
Pan Pacの工場に運び込まれ、
右のような流れで製品となる。

各種の製材品に加工され、ニュ
ージーランドや日本、中国、米
国などで販売される。

チップを機械ですりつぶ
して絞り、蒸気で撹拌・
乾燥しパルプとなる。写
真はパルプを圧縮したも
の。この後、製紙工場で
紙に加工される。

Pan Pacでは、丸太の販売も行
っている。

丸太

完成した製材品

製材向けの丸太 パルプ向けの丸太

Pan Pac工場の全景

輸出向けのチップ

バークボイラー

チップ

低質材や樹皮、製材加工の際に
発生するおがくずなどは、工場
でパルプや製材の乾燥に使う蒸
気を生産するためのバークボイ
ラーの燃料として利用する。

木材を細かく削って、次のパル
プ工場で加工する。

Pan Pac社の木材フロー

「山の価値を最大限に引き出す森林経営がここで
は実現できています」と語る山川現地取締役。

ネイピア港から日本へ輸出される

製材工場 チップ工場

パルプ工場

完成したパルプ

製品の流れ
端材の有効利用

ニュージーランド

ネイピア市
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王子製紙グループは、国内で現在

約19万haの社有林を所有・管理し

ています。当初は製紙原料を確保す

るためでしたが、現在は主に製材用

原木の造成を目的としています。

全体の約4割が人工林で、北海道

ではエゾマツ、トドマツ、カラマツ

など、その他地域ではスギ、ヒノキ

などが主体です。これらの森林は、

主に戦後植えられたものです。健全

な森林を育成するためには、間伐な

どの保育作業が不可欠です。王子製

紙グループは、これらの作業に年間

5億円以上の費用を投じています。

森林には木材生産という機能があ

りますが、CO2の吸収、水源涵養、

国土保全、生物多様性の保全などの

公益的な機能も大変重要です。社有

林による1年あたりのCO2吸収量は

115万トン、社有林の公益的機能は

同じく5,700億円と試算されていま

す。

王子製紙グループは、「森のリサ

イクル」を実践していますが、これ

を持続させるには森林が適正に管理

されていることが必要と考え、全社

有林を対象に、「緑の循環」認証会

議（SGEC※4）による森林認証の取

得を進めています。これまでに14.9

万ha、約8割の社有林が同認証を取

得しました（表2、写真2）。残りの

社有林については、2007年度中に

取得する予定です。

社有林の管理や利用を
通して森林のさまざまな
機能を発揮

海外植林地の生産性向上のための土壌
管理（育林）、その植林地から成長や
樹形に優れかつパルプ原料としての材
質にも優れた樹木の選抜と次世代の優
良木の作出（育種）、さらに優良木を
効率的に増やすクローン植林※5など
の技術開発を行っています。
すでにベトナム（QPFL社）では優
れたアカシア・ハイブリッド個体を使
ったクローン植林により、生産性の向
上を図っています。また、オーストラ
リアでは今まで困難とされてきたユー
カリ・グロブラスの挿し木※6大量増
殖技術を開発し、昨年度は100haのク
ローン試験植林を行いました。
一方、植林面積の飛躍的な拡大には、
植林に適さない荒廃地でも成長を可能
とする乾燥や酸性土壌にも耐えうる新

品種が必要です。遺伝子組換えという
新技術を活用し、これらの性質を有す
るユーカリ新品種の開発に成功しまし
た。現在、実用化に向けて、土壌微生
物などへの環境影響評価と、実際の植
林地の環境に近い隔離された圃場での
成長性評価などを段階的に進めている
ところです。さらに、紙の原料である
パルプにした時に優良な品質になるよ
うユーカリ自身が持つ遺伝子情報（ゲ
ノム情報）を解明して、繊維形態を自
由に制御できるようにする、これまで
にない新しい植林木の開発を目指して
います。

パルプ原料の確保に向けた海外植林の研究を行っています

森林資源研究所

ベトナムにおける優良クローン（アカシア・
ハイブリッド）の選抜風景

※4 p.9の※1参照

※5 挿し木などによって作られたコピー（クロ
ーン）を使って植林すること。
※6 木などである特定の個体のコピーを作るた
め、新芽などを切り取って適当な支持材に挿し、
湿度などを保つことにより根を出させる方法。

低コストで良質な原料確保に向け
て、海外植林地の拡大と生産性向上の
ための新技術を開発することが森林資
源研究所のミッションです。具体的に
は、新しい植林候補地の評価とその土
地に適した樹種の選定、当社の既存の

写真2 2006年にSGEC認証を取得した稲妻山林（三重県）

表2 国内社有林の森林認証取得状況

山林名 所在 取得年 面積（ha）

上稲子 静岡 2003年 211

扶桑 和歌山 2004年 645

全北海道 北海道 2005年 124,998

日光・三保、他 東北・関東・中部 2006年 23,165

合計 149,019



タスマニアの豊かな自然を残しつつ、
天然資源を持続的に利用していきます。

現地リポート

奥田智修 王子製紙（株）資源戦略本部メルボルン事務所マネージャー
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「持続可能な森林経営」という言

葉から皆さんの頭にまず浮かぶのは

「植林」だと思います。しかし、植

林のみが持続可能な森林資源ではな

く、天然林であっても適切な管理を

施すことによって環境保全と木材生

産を両立することは可能です。

豪州のタスマニア島は豊富なユー

カリ天然林資源を抱え、環境と経済

のバランスをめぐる議論がされてき

ました。1997年のタスマニア地域

森林協定では、全島の土地面積の約

半分を占める270万haの地域が保護

区域として設定されました。さらに

2005年のタスマニア共同体森林協

定では、約17万haの原生林の追加

保護が決定された結果、現在の原生

林保護面積は約97万ha（原生林の

79％相当）にまで拡大しました。

木材チップの大手サプライヤーであ

るガンズ社は、タスマニアの生産対

象林において植林、天然林ともに持

続可能な森林経営を行っており、

森林認証（AFS※7：Austral ian

Forestry Standard）を取得してい

ます。このAFSは世界最大の認証制

度であるPEFC（Programme for the

Endorsement of Forest Certification

Schemes）と相互認証しており、ヨ

ーロッパ各国でその正当性が認めら

れている認証制度です。

ガンズ社が行う天然林施業は、

AFSが定める厳格な基準の下、植物

相・動物相・文化遺産・地形・土壌・

すべての木材原料について
どの地域から伐採された
ものか把握

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

水・土地景観の点からアセスメント

を実施した上で行われています。当

社は現地視察を行い、現場担当者と

ともに施業状況を確認しています

（写真3）。

ガンズ社は前述の両森林協定と森

林認証制度に沿って木材生産とチッ

プ輸出を行っていますが、さらに植

林の拡大を進めています。当社は豪

州政府とガンズ社の両者と情報交換

を行った結果、タスマニアのチップ

は合法的で持続可能な森林経営によ

る資源であることを確認しています

が、今後もNGOを含めたステーク

ホルダーの声に耳を傾け、タスマニ

アの豊かな自然を残しつつ天然資源

を持続的に利用することによって、

地元社会に貢献していきたいと考え

ます。

写真3 タスマニアのサプライヤーとともに植林地を確認

※7 世界最大の森林認証スキームであるPEFC森林
認証プログラムと相互認証を受けていることから、ガ
ンズ社の森林管理計画と実践がタスマニアの州レベル
の法律に則り行われているだけでなく、オーストラリ
アの国レベル、また世界レベルでの持続可能な森林施
業を行っていることが保証されている。

「チップバイヤーとして、雄大な自然と豊かな生
活を両立しようとするタスマニアを応援します」
と語る奥田マネージャー。
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王子製紙グループは、「古紙はで

きるだけ回収し、最大限利用する」

という考えに基づき事業を行ってい

ます。2006年の古紙使用量は約502

万トン（日本全体の古紙使用量の

26.7％）、2006年度の製品全体の平

均古紙利用率は60.2％で、国内最大

の古紙利用者となっています（グラ

フ1）。

古紙を紙の原料として利用するこ

とは、都市ごみを減らし、森林資源

を節約するために大切です。また、

古紙を配合した紙は、化石燃料由来

のCO2の発生量が多いという側面も

ありますが、王子製紙グループは事

業全体で化石燃料由来のCO2排出量

を削減しています。

王子製紙グループは、すべての製

品の古紙配合率にこだわるのではな

く、グループ全体の古紙利用量を増

やすことを重視しています。大切な

のは、できるだけ多くの古紙を回収

し、回収された古紙をその品質に応

じて適材適所で再利用することです。

製紙原料の約60％は古紙
利用規模は国内最大

高品質な古紙は印刷用紙やコピー用

紙に、それ以外の古紙は板紙の中層

などに、といった具合です（図1）。

古紙からパルプを生産する場合、

白さやチリ・異物の少なさをフレッ

シュパルプ※1並みにしようとする

品質に応じて使い分け
全体の利用量を増やす

最小限の環境負荷で
最大限の利用を目指して

2001 02 03 04 05 06（年） 

（千トン） 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

4,525

4,750 4,776
4,866

4,968 5,018

グラフ1
王子製紙グループ古紙利用量の推移

古紙は重要な製紙原料。できるだけ回収し、

品質に応じて適材適所で最大限に利用していきます。

ごみの削減、森林資源の節約にも貢献します。

紙のリサイクル

再生後の品種名 古紙の種類 主な紙製品 

紙・布の巻芯 
トイレットペーパーの芯 
表彰状入れの筒 

 ティッシュ、ちり紙 
トイレットペーパー 

新聞紙 

洗剤の箱、菓子箱 
絵本 

屋根下ふき材 
石こうボード 

段ボール箱 

コピー用紙 
コンピュータ用紙 
週刊誌、コミック雑誌 
チラシ 

家庭紙 

印刷・ 
情報用紙 

新聞巻取紙 

紙器用板紙 

建材原紙 

紙管原紙 

段ボール 

オフィス 
ペーパー 

段ボール 

出典：（財）古紙再生促進センターのウェブサイトを基に作成 

雑誌 

新聞 

図1 古紙の種類と用途
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と、製造工程に負荷が掛かり、パル

プの歩留まりが低下しエネルギーを

過剰に消費します。このため、古紙

の使用には製造上の環境負荷を抑え

るとともに、紙の品質や用途によっ

て必要な品質の古紙を配合すること

が大切です。

例えば、表面を顔料で化粧する塗

工紙では、古紙由来のチリ・異物を

カバーし、白色度も上がるので、塗

工しない紙に比べて多くの古紙を配

合できます。

また、古紙パルプを除塵・漂白・

脱墨する過程で品質の高いものとそ

うでないものに分け、紙の用途に応

じて必要な品質のパルプを適材適所

で配合することで、全体として古紙

パルプを生産する際の歩留まりを上

げ高配合が可能になります。

●未利用古紙の使用を増やす
「機密古紙のリサイクル」

王子板紙（株）江戸川工場では、

企業、官公庁が廃棄する機密書類を

回収してリサイクルする「王子コド

レス」を2006年10月から開始しま

した。従来、紙以外の異物が多い書

類などは再生処理が難しかったので

すが、書類を分別せず、段ボール箱

も未開封のままで再生処理が可能に

なりました（写真1）。書類が第三

者の目に触れることはありません

し、書類の処理に立ち会うこともで

きます。

●低質古紙の利用拡大へ

古紙利用の増加をはかるために、

従来にも増して低質古紙の利用も必

要となってきていますが、従来通り

の紙の品質を維持していかなければ

なりません。

雑誌古紙は新聞古紙に比べシー

ル・テープ類などの粘着物、プラス

チック類、フィルムなどの異物が多

いため、印刷用紙やコピー用紙には

使用が難しく、板紙向けに用途が限

定されていました。

王子製紙グループでは、雑誌古紙

の用途を広げる技術開発に取り組ん

できました。雑誌を使用すると異物

が増えますが、当社は異物量を減ら

す技術を開発しました（グラフ2）。

その結果、パルプ繊維と異物を効率

よく分離しながら、高い歩留まりを

維持し、環境面への配慮も両立する

ことができました。これにより、雑

誌古紙を新聞古紙と混ぜても、従来

の新聞古紙だけで製造したパルプと

同等な品質が得られ、各種印刷用紙、

情報用紙に配合することが可能とな

っています。

王子製紙グループは今後も古紙を

最大限に利用する努力を続けていき

たいと考えています。

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

古紙利用拡大に向けた
技術的な取り組み

新聞100％ 

100

212

114

雑誌配合 
（従来） 

雑誌配合 
（当社技術） 

0

50

100

150

200

250

　粘着物  　プラスチック  　フィルム  　その他 

異
物
量
相
対
値 

＊新聞を100とする 

グラフ2
古紙原料の違いによる古紙パルプ別の異物量

写真1 江戸川工場の機密古紙処理設備。段ボール箱が未開封のまま処理される。

※1 p.14の※2参照



パルプ化工程（離解） 
古紙を水中でかきまぜてパルプ繊維を
1本1本バラバラにするとドロドロの液
になる。この時、印刷インキも細かい
粒状になってパルプから分離する 

異物除去（除塵） 
狭いすきまを通したり比重
の差で異物を分ける 

古紙 

重量異物 
（クリップ・ホチキスなど） 

水 

プとして利用できない物質（樹脂加

工やラミネート加工などがされてい

る表紙、背糊、付録等）が比較的多

く混入している「低品質」な古紙の

利用を、さらに拡大しなければなり

ません。
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「紙のリサイクル」最前線
王子製紙 富士工場からリポート

リポート

富士工場は毎月3万5千トンの紙・

板紙を生産しています。使用する原

料のほぼ全量が古紙から取り出した

「古紙パルプ」という工場は世界的

にも珍しく、白板紙だけでなく印刷

用紙も製造している国内唯一の工場

です。

古紙パルプの製造工程は、古紙を

水に溶かして分散させて繊維を取り

出す「離解」、ごみや異物を取り除

く「除塵」、インクを取り除く「脱

墨」、薬品で白色度を高める「漂白」

の4つに分けられます（フロー図参

照）。

古紙の回収の増加、近年の印刷技

術の多様化やプラスチック等の複合

品の増加に伴い、再生が難しい古紙

も増えており、回収したすべての古

紙を製紙原料にすることはできませ

ん。古紙100トンから取り出せる白

いパルプは多くて80トン程度。残

りはスラッジ（汚泥）となりますが、

廃プラスチックを混ぜて焼却し、そ

の灰を土壌改良材やセメント材に利

用します。また、スラッジの焼却で発

生する熱を紙の乾燥工程に使うなど、

資源の有効利用にも努めています。

生まれ変わる古紙。
焼却で発生する
熱や灰も有効に活用

富士工場が原料として使う古紙

は、新聞、雑誌など多品種です。世

界的な紙需要の高まりを背景に、古

紙は不足気味です。そのため、パル

より多くの古紙を
利用するためには
高い再生技術が必要

古紙パルプは抄紙機で再び紙に生

まれ変わります。富士工場には3台

の抄紙機があり、8マシン、N-1マ

シンは印刷用紙、最新鋭のN-2マシ

ンはお菓子の箱などに使われる白板

紙を製造しています。

一見しただけでは分かりません

が、白板紙は多層構造です（図1参

照）。表面層のみ白めの古紙パルプ

原料となる古紙を
適材適所で利用し、
環境負荷を低減

現在、国内における紙の原料の約60％は古紙です。王子製紙グループは「古紙はできるだけ回収し、最大限利用す

る」という考えのもと「紙のリサイクル」に取り組んでいます。東京都中央区で消費者の立場から長年、環境保全に取

り組んでいる喜納愛子さんを富士工場にお招きし、感想をうかがいました。



インキ除去工程（脱墨） 
パルプ溶液に空気を吹き込む。イ
ンキの細かい粒が泡とともに浮上
する。浮上したインキを除去する 

空気 

除去 

漂白工程（漂白） 

調
成
工
程 

抄
紙
工
程
へ 

過酸化水素などで漂白する 

漂白薬品 
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ハイライト●本業における社会的責任の遂行

を使用しますが、これは余分な漂白

をせずに無理なく白色度を高めるた

めです。残りの層もすべて古紙パル

プで、中の層には白色度の低い古紙

パルプを使います。

王子製紙グループは、より多くの

古紙を利用するためにインクなどの

異物を取り除く技術の高度化を進め

てきました。ただ、一方で異物を取

り除く工程が増えるほどエネルギー

消費は増えてしまいます。そのため、

原料となる古紙の品質に応じたパル

プをつくり適材適所で利用すること

が、環境負荷を最小限に抑える最善

の方法なのです。

富士工場で製造する白板紙は、古

紙パルプを適材適所で利用しなが

ら、お客さまが求める品質を満たし

ている代表的な製品だと自負してい

ます。

私は古紙の分別回収を20年ぐらい
前から実施してきました。今回、古
紙が再生される現場をみて、自分も
「紙のリサイクル」の輪の中にいるこ
とが実感できました。
世界の紙需要は増え続けています。
古紙を資源として確保するためには、

分別回収に対
する理解と協
力が必要になり

ます。生産者と消費者がコミュニケーシ
ョンを深めていけば、消費者がリサイク
ルの輪に円滑に入っていけるのではな
いかと思いました。

「紙のリサイクル」の輪を実感

喜納愛子さん
中央区環境保全ネットワーク副代表、中央区消費者友の会副会長

静岡県富士市に立地。操業開始は
1908年。1963年、フレッシュパル
プの製造を停止し、使用する原料の
ほぼ全量が古紙パルプに。1970年
に8マシン、1990年にN-1マシン、
2001年にN-2マシンが運転を開始。
紙の生産量は毎月約3万5千トンで、
出荷地域は関東・関西。

富士工場の概要

1層目　　 白色度の高い 
　　　　  脱墨（DIP）古紙パルプ 

2層目　　 脱墨（DIP）古紙パルプ 

3・4層目　 脱墨をしていない古紙パルプ 

5層目　　 脱墨（DIP）古紙パルプ 

図1 多層構造の白板紙
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※1 森林認証制度とは、森林が適切な管理をされているかどうかを、独立した第三者機
関が評価・認証するものです。

環境に配慮したフレッシュパルプのみを使用した紙がエコフォレス
トシリーズです。王子製紙グループが調達する木材原料からつくる
フレッシュパルプはすべて環境に配慮したものです。

この用紙は、FSC森林認証を取得しています。森林認証制度※1は「森のリサイ
クル」を推進する有効な手段の一つ。適切に管理された森林からの認証材を原料
として使用しています。

本誌前半（ｐ.2～25）使用用紙

「OKトップコートマットN EF（エコフォレスト）」

森のリサイクルのカタチ

エコフォレストシリーズ

森のリサイクル

エコフォレスト
シリーズ

紙のリサイクル

エコグリーン
シリーズ

印刷用紙の環境対応製品
エコエイジブランド

古紙はできるだけ回収し、最大限利用する「紙のリサイクル」の考
えから、古紙を70％以上の高配合で使用した紙がエコグリーンシ
リーズです。
古紙を紙の原料として利用することは、都市ごみを減らし、森林資
源を節約するために大切です。森林のCO2吸収固定により地球温暖
化防止にも貢献します。

グリーン100シリーズは、王子製紙が世界に先駆けて開発した古紙パルプ100％
の印刷用紙で、再生紙の普及を推進した歴史を語る製品です。

表紙使用用紙

「OKマットコートグリーン100」

紙のリサイクルのカタチ

エコグリーンシリーズ
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王子製紙グループの環境配慮が
カタチになりました。

本誌は、3種類の紙からできています。

表紙は古紙100％の再生紙、前半部分は森林認証取得用紙、

後半部分は再生紙と森林認証取得用紙を融合した新しい用紙です。

どの紙も「森のリサイクル」と「紙のリサイクル」がカタチになった印刷用紙です。

この報告書に、地球環境と共存しながら紙をつくり続ける

王子製紙グループのメッセージを込めました。

森と紙のリサイクル

エコハーモニー
シリーズ 「森のリサイクル」と「紙のリサイクル」の考え方を併

せ持った紙が、エコハーモニーシリーズです。

森林認証材からつくったフレッシュパルプと古紙パルプを、品質
に応じて適切に配合しています。

本誌後半（ｐ.26～65）使用用紙

「ニューエイジEH（エコハーモニー）」

森のリサイクルと紙のリサイクルの融合

エコハーモニーシリーズ

古紙は最大限に利用し、古紙だけでまかないきれ
ない残りの原料は、環境に配慮したフレッシュパル
プ※2をバランスよく使用することが大切です。
「グリーン購入ネットワーク（GPN）※3」は、製品を
購入する時に考慮すべき点をガイドラインとして打ち
出し、環境に配慮した製品の普及を進めていますが、
王子製紙（株）を含む製紙会社と紙の流通会社、消費
者、NGOの方々で議論した結果、2005年10月に当
社と同様の考え方に変わりました。

古紙パルプと環境に配慮したフレッシュパルプはどちらも環境に優しいのです

【GPN、印刷・情報用紙に関するガイドライン変更
の要旨】
（改訂前）「古紙の配合率が高いこと」
（改訂後）「古紙パルプおよび環境に配慮したフレッ
シュパルプを多く使用していること」

※2 p.14の※2参照
※3 グリーン購入の取り組みを促進するために1996年に設
立された企業・行政・消費者の緩やかなネットワーク。
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●新エネルギーボイラーが活躍

王子製紙グループは「環境行動計

画21」の中で「地球温暖化対策の

推進」目標として、化石エネルギー

原単位および化石エネルギー由来

CO2排出原単位を、2010年度まで

に1990年度比で20％削減すること

を掲げています。2006年度に、化石

エネルギー23.3％削減（グラフ1）、

CO2排出原単位23.8％削減（グラフ

2）と、4年前倒しで達成することがで

きました。これは2004年から「新エ

ネルギーボイラー」が順次稼働を始

め、非化石エネルギーへの転換が進

んだことが大きく貢献しています。

王子製紙グループでは、地球温暖

化の最大の原因と言われている化石

燃料を、従来あまり利用されていな

かった廃棄物由来の燃料（RPF※1、

廃タイヤなど）やバイオマス※2系

燃料（建築廃材など）に転換する投

資を進めています。廃棄物エネルギ

「地球温暖化対策の推進」
目標達成

化石燃料の使用量を削減するとともに、

全一次エネルギーの削減に向け、

生産プロセスの省エネルギー化を推進しています。

地球温暖化防止に向けた取り組み
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グラフ2 化石エネルギー由来CO2排出量原単位※4推移

表1 新エネルギーボイラー導入状況
世界初のRPF専焼ボイラーであ
ったため運転当初は予想外のト
ラブルもあり苦労しましたが、
現在は順調に稼働しています。
今後とも化石燃料削減による地
球温暖化対策に寄与できるよう、
安定操業に努めます。

王子板紙（株）大分工場工務部動力課員

小池美暢

TO P I C S

ーや再生可能エネルギーを新エネル

ギーと位置づけ、これらを使用する

ボイラーを「新エネルギーボイラー」

と呼んでいます。

2006年度までに5基が稼働、今

後、さらに3基の稼働が予定されて

おり（表1）、これらによる化石燃料

削減効果は重油50万S／年相当と

なる見込みです。

＊上部シルエットは、2006年に稼働した日南工場の新エネルギーボイラー

王子製紙苫小牧工場（北海道苫小牧市） 2004年4月稼働 RPF等

RPF等

RPF・廃タイヤ等

廃タイヤ・木質等

木質等

RPF・廃タイヤ等

RPF・廃プラ等

木質・廃タイヤ・RPF等

260t/h

200t/h

250t/h

130t/h

7t/h

140t/h

300t/h

70t/h

2004年5月稼働

2005年6月稼働

2006年5月稼働

2006年10月稼働

2007年12月稼働予定

2008年11月稼働予定

2008年末稼働予定

王子板紙大分工場（大分県大分市）

王子製紙米子工場（鳥取県米子市）

王子製紙日南工場（宮崎県日南市）

王子特殊紙東海工場芝川製造所（静岡県芝川市）

王子製紙春日井工場（愛知県春日井市）

王子製紙富岡工場（徳島県阿南市）

王子板紙日光工場（栃木県河内町）

工場名（所在地） 稼動年数 主燃料 蒸発量
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●化石エネルギー由来CO2
排出削減に向けて

王子製紙グループでは、引き続き、

非化石エネルギーへの転換や、化石

エネルギーの中でもCO2排出係数の

小さい燃料への転換（例えばC重油

から都市ガスへ）を行うことでさら

なる削減につなげたいと思います

（グラフ3）。

こうした生産拠点での化石燃料使

用削減に加えて、研究開発部門では

木質系の未利用材からバイオエタノ

ールを製造する研究を進めており、

王子製紙グループの総力を挙げて地

球温暖化対策に取り組んでいます。

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

製紙産業における
エネルギー利用の特徴
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グラフ3 化石エネルギー由来CO2
排出量原単位削減見通し

温暖化対策の究極の目標はカー
ボンニュートラル、つまりCO2排出
ゼロです。紙を作るために補充
している化石エネルギーに由来
するCO2排出分を植林などで相
殺することで達成を目指します。

王子製紙（株）
環境経営部地球温暖化対策室長

小室晴美

TO P I C S

グラフ4 産業部門別最終エネルギー消費割合
（2005年度） グラフ5 1990年度と2006年度のエネルギー構成の比較

●エネルギー多消費の製紙業界

製紙産業は鉄鋼や化学など他の素

材産業と同様にエネルギー多消費産

業の一つで、2005年度では国内最

終エネルギー消費量の2％、産業部

門の5％を占めています（グラフ4）。

これは、製造設備を運転するために

大量の電気を必要とするとともに、

水に分散させた紙の原料となるパル

プをシートにして乾燥させる工程で

大量の熱（蒸気）を必要とするため

です。このため、各事業所において

は、こうしたエネルギーの大半を自

家用の熱供給設備（ボイラー）およ

び発電設備で賄っています。

エネルギーを大量に消費する製紙

業界ですが、そのエネルギー利用の

特徴として、非化石エネルギーの割

合が高く、またコージェネレーショ

ン（発電および熱の利用）の導入が

進んでいることが挙げられます。

●バイオマス燃料利用の優等生

2006年度王子製紙グループのエ

ネルギー構成を見ると（グラフ5）、使

用するエネルギーの半分が再生可能

エネルギーや廃棄物エネルギーなど

の非化石エネルギーです。再生可能

エネルギーの中でも特に黒液の利用

が多く、エネルギー全体の3割を占

めています。黒液は木材チップから

パルプを製造する際に発生する植物

性の廃液で、専用のボイラーで燃料

として利用しています。黒液は製紙

産業特有のバイオマス燃料です。

2003年度に国内で利用されたバイ

オマス燃料は、原油換算で約770万

Sですが、この内の実に6割を製紙

産業の黒液が占めており、製紙業界

はバイオマス燃料利用の優等生であ

るといえます。

●昔からコージェネレーション

コージェネレーションとは「熱電

併給」、つまり、発電時に出る排熱

（蒸気）もエネルギーとして利用す

※1 Refuse Paper and Plastic Fuelという和製英語
の略称。紙への再生が困難な古紙と廃プラスチックな
どを混合し成型した固形燃料。
※2 p.14の※4参照
※3 化石エネルギー使用量を生産量で割った、単位
生産量あたりの使用量。
※4 化石エネルギー由来CO2排出量を生産量で割っ
た、単位生産量あたりの排出量。

化学工業
31.1％

食料品
3.3％

非製造業
7.3％

鉄鋼
23.8％

他製造業
17.4％

金属機械
6.1％

窯業土石
5.8％

製紙業界

5.2％

2006年度 

1990年度 

化石エネルギー 購入電力 

廃棄物エネルギー 再生可能エネルギー 

50.5％ 

35.5％ 13.9％ 12.4％ 38.2％ 

14.1％ 

0.9％ 

34.5％ 

（出典：エネルギー・経済統計要覧 2007年度版/EDMC編）
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●全一次エネルギー削減に向けた
取り組み

新エネルギーボイラーの導入など

により化石エネルギーの削減は順調

に進んでいますが、全一次エネルギ

ーについてはどうでしょうか?

王子製紙グループは省エネルギー

を最重要課題に掲げ、長年取り組ん

できました。

1980年度と1990年度の全一次エ

ネルギー原単位を比較してみるとこ

の10年間だけで約30％の大幅な削

減となっています（グラフ6）。これ

は1970年代のオイルショックの影

響で、省エネルギー機器の導入が進

んだことが要因です。具体的には製

紙業界特有のバイオマス燃料である

黒液を燃焼させる黒液回収ボイラ

の高効率化が進んだことや、高効率

な補機類（モーターやファンなど）

の導入が進んだことなどが挙げられ

ます。

しかし、1990年度以降は削減率

が鈍化し、2006年度実績は1990年

度とほぼ同等となりました。この主

要因としては省エネルギー効果の大

きな設備投資が一段落したこともあ

りますが、製品の品質向上や高付加

価値化に伴う設備増強、あるいは環

境規制強化による環境設備増強のほ

か、製造に必要な薬品などの自製設

備設置など、生産の効率化に直接寄

与しないエネルギー消費量が増えて

いるからです。毎年、全一次エネル

ギーの1.0～1.5％に相当する省エネ

ルギーを実施していますが、これら

の効果が相殺されてしまっているの

が実情です。

●生産プロセス効率向上に向けた
取り組み

こうした状況を打破し、さらに省

エネルギーを進めるため、年2回開

省エネルギーの推進は
長年の重要課題

グラフ6 全一次エネルギー原単位※5推移
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王子製紙グループでは、石油や石炭、
電力会社から購入している電力などを
「化石エネルギー」、黒液などのバイオ
マス燃料、水力発電などを「再生可能
エネルギー」、化石資源を原料とした
製品の廃棄物由来燃料であるRPFや廃
タイヤなどを「廃棄物エネルギー」、
これらすべてを「全一次エネルギー」
と呼んでいます。
「再生可能エネルギー」はその名の
通り再生可能な循環資源です。バイオ
マス燃料などは燃焼によりCO2が発生

しますが、それは成長過程で吸収した
CO2を排出しているもので、ライフサ
イクルから言えば大気中のCO2を増加
させない、いわゆる「カーボンニュー
トラル」な燃料と位置づけられていま
す。
「廃棄物エネルギー」はどうでしょ
うか？
廃棄物の処理については「リデュー

ス」「リユース」「リサイクル」のいわ
ゆる3Ｒが優先されます。しかし、技
術面や経済性などで3Ｒの優先が困難

な場合、可燃物については、衛生面や
減量化の観点から直接埋め立てるより
も、焼却するべきであると考えられて
います。
その際、単に焼却処理するだけでは

CO2を増やしてしまうだけですが、現
在使用している化石燃料に代わる燃料
として利用すれば、化石燃料の使用量
がその分削減され、正味のCO2を抑え
ることになります。国も化石エネルギ
ー削減として「廃棄物」のエネルギー
利用を推奨しています。

再生可能エネルギーと廃棄物エネルギー

る手法で、エネルギー利用効率が高

いことから地球温暖化防止対策の一

つとして注目されています。

製紙業界では製紙工程で電気およ

び熱（蒸気）を使用するため、古く

からコージェネレーションを導入し

てきました。通常、火力発電所では

発電した後の排熱は冷却水などで冷

やして放出するのが一般的で、エネ

ルギー効率は40％程度にとどまり

ます。これに対してコージェネレー

ションでは、排熱もすべて生産工程

で熱源として利用するため、効率は

約70％と高くすることができます。

このように、製紙産業は大量のエ

ネルギーを消費していますが、非化

石エネルギーを高い割合で効率良く

利用している産業でもあるのです。
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催している「エネルギー委員会」で

新技術や成功事例に関する情報交換

をするとともに、新たに生産プロセ

ス効率向上に向けた取り組みを強化

しました。

今ある生産プロセスの原点に立ち

戻り、事業所間のエネルギー比較な

どを通じて各種効率に関するベンチ

マークを設定し、きめ細かな生産管

理を徹底することで、全事業所の生

産プロセスの効率向上につなげてい

きたいと考えています。

「草の根運動」的な地味な取り組

みではありますが、これらの積み重

ねなくしては、全一次エネルギーの

削減が進まないのも事実なのです。

また、全一次エネルギーの大幅な

削減は生産プロセスの革新的な変更

がない限り期待できません。革新的

な技術開発については、業界を越え

て産官学が連携して長期的に取り組

んでいく必要があるテーマです。

●海外植林によるCO2吸収量は
年間622万トン

樹木がCO2を吸収固定するため、

植林は地球温暖化防止にも寄与しま

す。王子製紙グループの海外植林に

よるCO2吸収固定量は、2006年度は

622万CO2トン／年、これに国内の社

有林の吸収固定量を加えると737万

CO2トン／年と試算されます※6。

また、王子製紙グループでは京都

議定書で定められたクリーン開発メ

カニズム（CDM）※7に基づく植林を

検討しており、そのために必要な

『新方法論※8』を、昨年CDM理事会

に申請しました。その結果、2007年

7月27日の第33回CDM理事会で正

式に承認されました。方法論は、持

続的な森林生産を目的とした植林活

動を通じて二酸化炭素クレジットを

計測するためのものであり、製紙業

界としては世界初の方法論となりま

す。CDM植林対象地として検討して

いるマダガスカル（写真1）では、過度

の薪炭材伐採や焼畑などにより荒廃

した草地が拡大しており、未利用の荒

廃地に持続的な森林経営を行うこと

写真1 マダガスカルでのCDM植林事業調査

海外植林を通じて
地球環境にも貢献

2006年夏、「チーム・マイナス6％」※9

の取り組みで、家庭での地球温暖化防
止活動をテーマとした「わが家のエコ
ライフレポート」を従業員から募集し
ました。
このレポートの大賞を受賞したネピ

アお客様相談室の白石敏枝は、西オー
ストラリアの植林地（APFL）を見学し、
「植林は植えて収穫することを繰り返
すが、植林した樹木は成長しながら温
暖化ガスであるCO2を吸収するので、
地球温暖化防止にも役立っていること
がわかった」と感想を述べました。

～チーム・マイナス6％の取り組み～

従業員から家庭での環境活動レポートを募集

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

APFL社を見学する白石（中央）

※5 エネルギー総使用量を生産量で割った、単位生
産量あたりの使用量。

※6 試算方法
・年間成長量　国内3.9m3/ha 海外 25m3/ha
・容積重0.5t/m3 ・炭素換算率0.5
・拡大係数1.7 ・CO2換算 44/12
CO2吸収量＝面積×成長量×容積重×炭素換算率×

拡大係数×CO2換算
拡大係数：伐採された木材が産業に利用される幹の部
分の量（成長量）に対して、枝葉、根などの未利用部
分も含めた木材全体の量を計算する場合の係数。
※7 p.10の※2参照。
※8 CDMプロジェクトの申請にはCDM理事会承認
の「二酸化炭素等の温室効果ガスの吸収量、排出削減
量を測定する方法」＝「方法論」を用いる必要がある。
適切な「方法論」がない場合、新たな「新方法論」を
作成し、CDM理事会の承認を受ける必要がある。

※9 地球温暖化を解決するための国民運動プロ
ジェクト。王子製紙グループからは、16企業1
団体がチームメンバーとして参加している。

環境経営推進室

で、製紙原料を造成するとともに、

温暖化防止、地元社会、環境に貢献

できると考えています。
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グラフ7 CO2排出量評価

王子製紙グループでは、事業所か

らCO2を排出するとともに、国内社

有林や海外植林の樹木がCO2の吸収

固定を行っています。そこで、紙や

パルプの製造によるCO2総排出量と

樹木のCO2吸収固定量を総合的に評

価してみました（グラフ7）。

CO2総排出量は、紙の製造を行っ

ている国内4社（王子製紙（株）、

王子板紙（株）、王子特殊紙（株）、

王子ネピア（株））と、パルプを生

産して国内4社に供給している海外

2社（PANPAC、CENIBRA）を対

象としました。これらの事業所から

排出されるCO2は、化石燃料、廃棄

物燃料、再生可能燃料に由来します。

また生産された紙は、古紙として利

用されたあと品質劣化のため再利用

ができなくなります。そこで最終的

に焼却処分されると考え、紙の焼却

時に排出されるCO2も合算しまし

た。

このCO2総排出量と国内社有林や

海外植林における樹木の成長による

CO2吸収固定量の差をCO2ネット排

出量と考えて独自に試算しました。

2006年度では、国内社有林や海

外植林によるCO2吸収固定量は

CO2総排出量の約40％ですが、海

外植林の拡大に伴い2010年度には

約70％相当に達する見込みです。

グローバルな視点からは、CO2ネ

ット排出量は、王子製紙グループが

実際に排出しているCO2量に相当す

ると考えられます。2010年度の

CO2ネット排出量は1990年度の3分

の1になる見込みです。

王子製紙グループは国内社有林や

海外植林の持続可能な森林経営によ

り地球温暖化対策を着実に進めま

す。

CO2排出量の総合評価
植林で吸収固定量拡大

－ ＝
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富岡工場から船による大量輸送
体制を確立し、モーダルシフト
に取り組んでいます。自社岸壁
より直接荷揚げし、倉入れ・保
管と効率の良い荷役形態により
環境負荷の軽減に寄与していま
す。

王子物流（株）東日本事業本部浦安支店長

佐藤啓三

TO P I C S

の前年比1％削減を目標とする省エ

ネ計画の策定が義務付けられます。

王子製紙グループは、モーダルシ

フトを中心とした省エネ諸施策によ

ってエネルギー使用原単位削減に努

めます。

●モーダルシフトを中心とした
省エネ諸施策

輸配送の環境負荷を低減する対策

はいくつかあり、モーダルシフト・

共同物流・車両の大型化などの物流

効率化や適切な業者選定、およびエ

コドライブなどの運行パフォーマン

スの向上などがあげられます。

日本全国に輸送している王子製紙

グループで最も効率よく省エネ、

CO2削減に取り組む方法として、モ

ーダルシフト※11があります（グラ

フ8）。王子製紙グループでは既に

高いレベルで対応してきましたが、

より一段と踏み込んで検証・推進

し、CO2削減に寄与していきます。

また、トラック輸送での取り組み

強化として、「グリーン経営認証」※12

取得を推進しており、新設事業所を

除くすべての事業所で取得しました

（13営業所、2007/5/11現在）。

この取り組みの中で目標設定して

燃費改善などの具体的施策を推進し

ております。2006年度には保有車

両すべてにデジタルタコグラフを設

置（260車、2007/5/11現在）（写真

2）し、速度などの走行情報や走行

軌跡情報を収集し、燃費の改善や具

体的な安全運転・経済運転の効果の

把握が可能となりました。エコドラ

イブの推進やドライバーの意識向上

など、今後より一層の環境改善に向

けて取り組んでいきます。

●改正省エネ法施行
（特定荷主の指定へ）

二酸化炭素（CO2）などの温室効

果ガスの削減を一層促すため、従来

の工場・事業場を対象とした省エネ

法に対し、規制対象を物流分野にま

で広げた改正省エネ法が2006年4月

に施行されました。王子製紙グルー

プは、改正省エネ法に基づき、2006

年度のトンキロの報告を関東経済産

業局に提出しました（表1）。この報

告により、改正省エネ法上特別な義

務がかかる特定荷主※10の指定を6

月14日に受けました。指定を受け

ると2007年9月末までに、定期報告

書によるエネルギー消費量の報告や、

2007年度のエネルギー使用原単位

物流のCO2削減へ
モーダルシフト推進

ハイライト●本業における社会的責任の遂行

※10 貨物量（トン）と輸送距離（キロ・メートル）を
乗じた貨物輸送量が年間3,000万トン・キロ・メート
ル以上の荷主企業。
※11 運搬の手段・方法をCO2排出量の多いトラック
から環境負荷のより小さい鉄道・船舶にきりかえること。
※12 トラック事業者が環境保全活動を自主的に進
め、運輸業界における環境負荷の低減につながるよう
に定めた認証・登録制度。ISO14001認証制度と異な
り、環境改善への取り組み結果を審査するもの。

写
真
2
走
行
情
報
を
収
集
す
る

た
め
全
保
有
車
両
に
設
置
し
た
デ

ジ
タ
ル
タ
コ
グ
ラ
フ

王子製紙 322,200万トンキロ

王子板紙 86,600万トンキロ

王子特殊紙 19,500万トンキロ

3社合計

会社名 輸送量実績

428,300万トンキロ

表1 2006年度輸送量実績（届出内容）

表2 製品輸送にかかわる環境負荷

船舶

鉄道

自動車

合計

2,556

546

8,410

11,512

輸送量
（千トン）

978

773

162

372

平均輸送距離
（km）

2,500

422

1,361

4,283

重量×距離
（百万トンキロ）

100

8

476

585

CO2排出量
（千トン）

＊改正省エネ法に従ってデータを集計した。

モーダルシフト率 
 68％ 

鉄道  
10％ 

船舶 
58％ 

トラック 
 32％ 

グラフ8 モーダルシフト率
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違法伐採など森林産業としての課題に真剣に取
り組んでいます。WBCSDは経済成長、環境保
全、社会的公平性を3本柱とする持続可能な発展
のための指針を示す活動を行っています。

王子製紙グループは、WBCSDに参加し（写真
1）、持続可能な発展と地球温暖化対策などのた
めに企業が果たすべき役割や、森林認証制度、

王子製紙グループは、
2003年6月から「国連グロ
ーバル・コンパクト」に参
加し、その精神を「王子製
紙グループ企業行動憲章」
「王子製紙グループ行動規
範」に織り込むことで、
日々の事業活動における実践に努めています。
「グローバル・コンパクト」は参加企業・団体に
人権・労働・環境・腐敗防止の分野における10
原則を支持し実践することを求めています。世
界各国4,907の企業・団体が参加し、日本では52
の企業・団体が参加しています。（2007年6月15
日現在）

『論語と算盤』は渋沢栄一が説いた道徳と経

済の合一、倫理と利益の両立を表す言葉です。

王子製紙グループはその精神を「企業理念」と、

企業理念の行動指針である「王子製紙グループ

企業行動憲章」に織り込んでいます。さらに企

業の一員である「個人」として守るべき基準を、

「王子製紙グループ行動規範」で定めています。

また企業行動憲章の中の『環境との調和』を

経営の重要課題の一つと位置づけ、地球的視点

に立って環境と調和した企業活動を展開すべ

く、「王子製紙グループ環境憲章」と2010年度

を達成年度とする数値目標を設定した「環境行

動計画21」を定めています。

事業の基本的精神

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環
境
活
動
報
告

社
会
性
報
告

王子製紙グループは、

創業者 渋沢栄一の言葉『論語と算盤』を

企業理念の根幹として受け継ぎます。

企業理念
企業行動憲章
行動規範

写真1 2007年3月に開催されたWBCSDの会議

※1
グローバル・コンパ
クト
1999年に国連アナン
事務総長により提唱さ
れ、翌2000年にニュ
ーヨークの国連本部で
発足した組織。

※2
WBCSD
World Business
Council for Sustain-
able Development 
（持続可能な発展のた
めの世界経済人会議）

企業理念

環境と文化への貢献
革新とスピード 世界からの信頼

製紙産業のリーディングカンパニーとしての誇り
と責任を自覚し、不断の自己改革を推進し、世界
からの信頼を高めます。

グローバル・コンパクト※1

WBCSD※2

王子製紙グループ企業行動憲章

王子製紙グループ環境憲章

王子製紙グループ行動規範
（法令遵守+ルール遵守）

環境行動計画21

（p.45-46参照）



積極的なコミュニケーション

25）風通しのよい職場風土

株主、投資家との関係

13）経営情報の開示
14）インサイダー取引の禁止

「法令の遵守」
国内外の法令およびその精神を遵守するとともに、企業倫理、常識、良識を含むあらゆる社会規範を尊重
して、公明正大な企業活動を展開します。

1

2

3

4

5

7

6

8

「環境との調和」
森のリサイクル、紙のリサイクル運動を推進し、広く地球的視点に立っての、環境と調和した企業活動を
維持し、発展させます。

「有用で安全な製品、サービスの提供」
お客さまの満足と信頼の得られる、有用で安全性に十分配慮した、製品とサービスの開発、提供を通じて、社
会、文化の発展に貢献します。

「社会とのコミュニケーション」
社会との良好かつ積極的なコミュニケーションを通じて、お客さま、株主、地域の方々などすべての関係者と
の信頼関係を構築し、維持します。

「社会貢献活動への参画」
社会貢献活動に積極的に参画し、社会の発展、充実に寄与します。

「国際社会との共生」
海外においては、その文化や慣習を尊重して、現地の発展に貢献します。

「ものづくりを通じての貢献」
ものづくりに誇りを持ち、安全かつ環境に配慮した生産活動を通じて地域社会に貢献するとともに、技術の開
発と革新に取組み産業の発展に貢献します。

「従業員満足の実現」
従業員の安全と健康に最大限配慮するとともに、従業員のゆとり、豊かさ、個性発揮の実現を目指します。

社会との関係

会社との関係

社員との関係
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Ⅰ）私たち王子製紙グループは、企業市民の一員としての自覚と社会の信頼に応える高い倫理観をもって企業活動を
推進すべく、以下の通り、「王子製紙グループ企業行動憲章」を定めます。

Ⅱ）私たち王子製紙グループは、本憲章の実践において常に最善を求め、真に豊かな社会の実現に貢献することを目
指します。

王子製紙グループ企業行動憲章

Ⅰ）王子製紙グループ企業行動憲章の精神の実現に向け、グループの役員および従業員が平素より行動の基準として
守るべき行動規範として、「王子製紙グループ行動規範」を定めます。

Ⅱ）役員および従業員は、本行動規範の遵守の責任を負うことを認識し、これに反する行為を行ってはなりません。

王子製紙グループ行動規範
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1）関係業法の遵守
2）環境の保全
3）安全の確保
4）良識ある行動
5）政治、行政との健全な関係
6）反社会勢力との関係断絶
7）国際社会との共生

8）お客様との信頼関係の追求
9）取引先との誠実、健全な関係の維持
10）独禁法、下請法関連諸法令の遵守
11）不正競争の禁止
12）輸出入関連諸法令の遵守

15）人権の尊重
16）職場の安全衛生の確保
17）職務の全うと自己研鑽

18）社内ルールの遵守
19）会社秘密の管理
20）適正な記録と会計処理
21）コンピューターシステムの適切な使用
22）会社財産の保全
23）利益相反の禁止
24）職場での政治・宗教活動等の禁止

お客様、取引先、競争会社との関係
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●顧客
会社の事業の目的は、お
客さまによい商品・サー
ビスを納得のいく価格で
安定的に提供し、ご満足
いただくことにありま
す。また品質・安全への
配慮も忘れず、安心して
お使いいただける商品を
提供していきます。

●取引先
会社は、さまざまな取引
先から原材料をはじめ商
品やサービスの提供を受
け、協力をいただいて事
業を行っています。誠実、
公正な取引を通じて双方
の利益が最大となるよう
に努めます。

●地域社会
会社が、安定して事業活
動を続けていくために
は、地域社会の理解と協
力が欠かせません。会社
としても、環境面などで
迷惑をかけないことはも
とより、地域社会へ積極
的に貢献していきます。

●従業員
会社の発展には、そこで
働く従業員が幸せでなけ
ればなりません。従業員
に安全で働き甲斐のある
職場で十二分に能力を発
揮してもらい、会社はそ
の貢献に報いて従業員が
健康で豊かな生活を実現
できるよう努めます。

●株主
投資家は、会社の設立趣旨や
経営方針に賛同し株主として
投資を行いそのリターンを期
待します。会社としては、長
期的に企業価値を高めて株主
に最大の利益を提供すること
を目指します。

利益確保

品質・安全

環境保全

法令の
遵守・納税

ゆとり・
豊かさの実現

誠実・公正
王子製紙
グループ

取引先

株主

顧客

地域社会

国家

従業員

●国家
会社は、企業活動を国家の制
度の枠内で行っています。法
令の遵守はもとより、雇用を
確保し納税を通じて国に貢献
することも重要な役割です。
さらに、会社が永続的に成長
することで国の経済発展に寄
与します。

企業の存続と永続的な発展には会社を取り巻

くあらゆるステークホルダーとの信頼関係（図

1）が欠かせません。

王子製紙は、明治の初めに日本経済の発展を

目的に「論語と算盤」の精神で渋沢栄一が創立

した会社であるという成り立ちから、常に社会

の公器としての使命を忘れず、ステークホルダー

に配慮し信頼関係を築くことに努めてきました。

われわれは、さまざまなステークホルダーの

要望を満足させるべく努力するとともに、時と

して相反するステークホルダー間の利害関係を

調整し、公正で誰もが納得するようバランスを

とることが重要だと考えています。

基本を忘れることなく、ステークホルダーと

の信頼関係の回復、強化に努めます。

図1 ステークホルダーとの信頼関係

ステークホルダーとの関係
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王子製紙では、経営に関する重要事項につい

ては執行役員を兼務する取締役で構成する経営

会議において審議し、社外取締役2名を含む取

締役12名で構成する取締役会において執行の

決定が行われます。その決定は事業に精通した

執行役員によって責任をもって遂行されます。

監査については、社外監査役2名を含む監査役

4名が行っています（図1）。

企業価値向上へ向けた経営を徹底すべく、取

締役の報酬制度については業績との連動性を高

める株式報酬型ストックオプションを導入して

います。

王子製紙グループは「企業行動憲章」を定め、

創業者渋沢栄一の理念である「道徳と経済の合

一」「倫理と利益の両立」を、社長をはじめグ

ループ全従業員が実践する事を宣言しています

が、さらに、企業活動における高い倫理観、法

令遵守、適切なリスク管理体制を確保すべく

「内部統制管理委員会」を設置し、「内部統制管

理委員会」での審議を経て「内部統制システム

構築の基本方針」を定めました。

この基本方針に基づき、業務執行組織から独

立した「内部監査室」が業務執行組織のコンプ

ライアンス※2やリスク管理状況の監査を行い、

その結果を「内部統制管理委員会」へ報告、「内

部統制管理委員会」では内部統制に係る重大リ

スクへの対応や、内部統制システムの機能性に

ついての検証・評価を行う体制を整備しました。

このような経営の効率性、健全性、透明性を

高める取り組みを通じて、持続的な発展と社会

から信頼される会社の実現をめざしています。

※1
コーポレート・ガバ
ナンス
企業の情報開示と経営
者および各層の経営管
理者の責任を明確化
し、経営の透明性、健
全性、遵法性を確保し
不祥事の発生などを防
止する体制のこと。

※2
コンプライアンス
法令遵守のこと。近年、
企業の不祥事が増えて
いることから、法令の
遵守を組織的に徹底す
ることが求められてい
る。

コーポレート・ガバナンス※1

図1 コーポレート・ガバナンス体制と内部統制等の関係

選任・解任選任・解任
監査 報告

報告

選任・解任

株主総会

監査役室

選任・解任・監督
監査

報告
会計監査

監査

選任・再任の同意／
会計監査相当性の判断

報告

内部監査室

内部統制管理委員会

会計監査人
（監査法人）

取締役会監査役会

指示・監督

指示・監督

重要案件の
付議・報告

重要案件の
付議・報告

報告

報告
コンプライアンス室

（各種委員会）
中長期経営計画委員会
年次綜合計画委員会

等
経営会議

代表取締役社長

執行役員

王子製紙の各部門およびグループ会社

王子製紙グループは、コーポレート・ガバナンス、

コンプライアンスの強化を通じて、

社会からの信頼回復をめざします。

経営体制
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王子製紙グループは2004年1月にコンプライ

アンス推進体制（図2）を整備し、「王子製紙グ

ループ企業行動憲章」「王子製紙グループ行動

規範」の周知徹底など、具体的な活動を行って

います。

王子製紙グループはコンプライアンス意識の

浸透を図るため、従来の階層別研修（写真1）

やインターネットによる法令学習会に加え、

2006年度は全員参加型の職場コンプライアン

ス会議を導入しました。参加率は87％（1万

9,149名）で目標の80％以上を達成しましたが、

意見交換による参加者の意識向上が期待できる

ため、次年度も継続実施していきます。

また、イントラネットによる法令紹介、コン

プラニュース（冊子）による事例紹介などの最

新情報、クイズやケーススタディなどの教材を

提供しています。従業員の更なる法令遵守の徹

底と意識改革に努めてまいります。

企業倫理ヘルプライン制度は、法令違反・不

正行為（労務関係、セクハラ関連を含む）の未

然防止あるいは早期発見による是正を目的に、

全役職員が相談、通報できる制度です。2003

年9月に社内（王子製紙（株）コンプライアン

ス室）と社外（弁護士事務所）の2カ所に窓口

を設置し、対応しています。2006年度は、28

件の相談・通報があり、それぞれ適切な措置を

講じました。

事業部長のリーダーシッ
プの下、コンプライア
ンスについて部員一人
ひとりが当事者意識を
持って行動できるよう、
定期的な社内教育や諸
会議の場でも取り上げ、
感受性を失わないよう
絶えず配慮しています。

王子エンジニアリング（株）取締役
コンプライアンス推進リーダー

富松正樹

TO P I C S

コンプライアンス推進体制

企業倫理ヘルプライン制度

コンプライアンス教育
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写真1 2006年10月に実施したコンプライアンス推進リーダー研
修会での鈴木会長による講話

図2 コンプライアンス体制図

計画立案・コンプライアンス推進の支援

コンプライアンス推進統括責任者

コンプライアンス室管掌役員

コンプライアンス事務局

王子製紙コンプライアンス室

部門長任命

本部・工場・支社など

コンプライアンス責任者

コンプライアンス推進リーダー

社長任命

グループ各社

コンプライアンス責任者

コンプライアンス推進リーダー
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王子製紙グループの防災組織は、王子製紙

（株）にグループ総括防災管理者を置き、グル

ープ各社の各事業所に総括防災管理者を置くラ

イン主導による体制となっています。また、グ

ループ防災管理の基本方針を審議する防災委員

会を王子製紙（株）に設置するとともに、グル

ープ各社ごとに防災担当者会議の開催と各事業

所に対する防災査察を行っています（図3）。

災害発生時は、従業員の人命保護が最優先で

す。また、被害の軽減を図りながらお客さまの

信頼に応えることも、企業の社会的責任といえ

ます。こうした観点から、グループ各事業所の

防災管理に関する基本事項を「王子グループ総

合防災管理規程」に定めています。

この規程に基づきグループ各事業所では、事

業・地域に応じた「総合防災管理規則」の整備や

防災教育、防災訓練を実施しています（写真2）。

また、震災対策についても重点的な取り組み

を行っています。地震発生時における「非常時

行動基準」の整備や、「安否確認システム（図4）」

を活用した安否確認訓練の実施、災害リスクを

想定した情報管理システムの対応などがあげら

れます。特に「安否確認システム」は、2005年

3月に導入され、現在の採用会社は35社、登録

者数は約16,000人にのぼる規模となっていま

す。今後とも採用会社の拡大に対応していきま

す。

今後の活動としては、「災害リスク管理体制

の充実と強化」を図り、リスクの低減と全子会

社を含めた災害の減少に向けて取り組みます。

東海地震震源域に位置
する当工場では、常に
防災対策を推進し、初
期消火訓練、消防訓練
を実践しています。小
型ポンプ操法※1では、
毎年防火協会主催の大
会に参加し、2006年度
は3位に入賞しました。

王子板紙（株）富士工場　
工務部動力課員

築地弘

TO P I C S

震災対策を強化
安否確認システムの導入拡大
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災害発生時の的確な対応へ
グループ防災体制を整備

防
災
担
当
者
会
議

王子製紙（株）
王子板紙（株）
王子特殊紙（株）
王子ネピア（株）
王子チヨダ
コンテナー（株）
森紙業グループ
その他関係会社

防
災
委
員
会

経
営
会
議

図3 王子製紙グループ防災活動の体制図

写真2 尼崎市の消防操法大会に出場し「消火器操法の部」で優
勝した王子製紙（株）神崎工場チーム（2006年10月）

防災事務局
（総務部および技術部）

図4 安否確認システム

王子製紙グループ
災害対策本部等

従業員家族

電話（固定電話、
携帯電話、
公衆電話）、
i-modeなどの
携帯Web・
パソコンから

家
族
の
安
否
を
登
録

従
業
員
の
安
否
を
確
認

従
業
員
の
安
否
を
登
録

家
族
の
安
否
を
確
認

従業員

安否確認システム
（24時間365日稼働）

※1
小型ポンプ操法
防火水槽から給水し、
火点と呼ばれる的に放
水し、撤収するまでの
一連の手順。

安否状況の確認
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王子製紙グループの企業活動は社会で求められているCSR課題にどの程度合致しているのか、

『王子製紙グループ企業行動報告書』の制作ワーキンググループが中心となって、2007年2月に調査

を行いました（表1）。本報告書では王子製紙（株）単体を対象に、CSRの主要要素に絞って報告し

ます。なお、環境課題への取り組みについてはp.45-46の環境行動計画21をご覧ください。

※1
企業行動憲章
「企業行動憲章」は
「王子製紙グループ企
業行動憲章」の略。詳
しくはp.33-34。

※2
行動規範
「行動規範」は「王
子製紙グループ行動規
範」の略。詳しくは
p.33-34。
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社会が求めるＣＳＲ課題について

王子製紙の取り組みの現状を調査しました。

主要要素に絞って報告します。

CSR
マネジメント

●「企業行動憲章※1」や「行動規範※2」で方針を明文化している。
●植林によるCO2の吸収と原料確保の両立や環境配慮製品の販売な
ど、事業に直結したCSR活動を実施している。

経
営
体
制

経
済
性

社
会
性

王子製紙グループの
CSRマネジメント

●2007年4月から「パートナーシップ調達方針」によるCSR調達を開
始した。

サプライチェーンの
CSRマネジメント

●コンプライアンス室が全役職員を対象に意識調査を行っているほか、
全従業員に半期に1回、コンプライアンス会議への参加を義務付け、意
識の浸透やコンプライアンスリスクの抽出を行っている。

法令遵守

●顧問弁護士による役員、執行役員などの幹部役職員を対象とする教
育を継続して行っている。

不正競争行為の防止

●基本的価値観と企業理念を明文化した「企業行動憲章」と、その実
現のための規範として「行動規範」を定めている。

企業倫理規範の設定と遵守

●「王子製紙グループ総合防災管理規程」を設け、防災委員会や防災
担当者会議を開催して防災対策の情報共有を行っている。

防災対策

●資源循環型ビジネスの展開により、環境に配慮した紙を供給している。企業特性を活かす戦略の展開

●紙の白さや光沢などについて人間の感性に安らかな印象を与えるよ
うな品質設計のほか、書籍のページがめくりやすいしなやかな腰をも
つ紙の開発を行っている。

ユニバーサルデザイン仕様の
商品・サービスの開発・提供

●苦情処理ルートごとに、苦情受付や調査、社内外への報告、改善を
行う仕組みを整えている。

お客様からの苦情・
クレームへの対応

●製品の安全性確保のため、原材料に対する事前審査制度（「新規使用
原材料安全シート」）を設け、審査後も情報を更新している。

●各事業部門に営業部と技術サービス部を併設し、品質トラブルなど
に即応できる体制を整えている。

製品・サービスの提供における
お客様、消費者の安全性確保

製品・サービスの
事故・トラブル発生時への対応

●情報セキュリティポリシーを制定して、情報資産の保護・管理の体
制を整えている。

●決算説明会で財務関連情報を適切に開示し、経営説明会、投資家フ
ォーラム、機関投資家の個別面談を実施している。

●技術分野別に特許出願、権利化、権利活用の担当者を置き､発明部
門の特許担当者とともに、OJT､特許検討会を通して､発明の発掘､特
許庁への対応と権利化､権利行使に注力している。

●国連グローバル・コンパクトに署名している。

顧客情報の適正管理と漏洩防止

IR活動と投資家との
コミュニケーション

知的財産の創造・保護・活用

労働者の人権擁護
（グループ企業・サプライチェーンを含む）

●従業員に、「企業行動憲章」「行動規範」の小冊子を携帯し実践する
よう指導・啓蒙している。

人権擁護に関する姿勢･
取り組みの説明

CSR経営の
基本事項

災害への対応

市場の創造

お客様満足度

製品／サービス
に関する

安全性の確保

顧客情報管理

IR活動

知的財産権

人権の尊重・
擁護

項目 CSR課題 現状

表1 王子製紙 CSR課題への取り組みの現状
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マ
ネ
ジ
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環
境
活
動
報
告

社
会
性
報
告

●労働協約の5原則（①自主性尊重の原則、②話し合いの原則、③平
和解決の原則、④人事の適正公平の原則、⑤労働条件向上適正化の原
則）に基づき、労働三権を保障し、労働組合との対話を経営に生かし
ている。

社
会
性

労働三権の保障と
労使間の建設的な対話

労使関係

項目 CSR課題 現状

●「行動規範」で、人権擁護や国際社会との共生、地域社会への誠実
な対応を行うことを明確にしている。

事業進出地における
地域住民の強制移住禁止

●国連グローバル・コンパクトへの参加や「行動規範」の制定により、
人権擁護の精神に基づいた企業活動を実施している。

人権侵害が組織的に行われている
国における人権侵害への加担禁止

人権の尊重・
擁護

●労働協約に基づいて苦情処理委員会を設置し、各事業場ではライト
スタッフ（人権問題担当者）が苦情相談の窓口になっている。また、
ヘルプライン制度により差別行為などの苦情を通報できる。

●上記差別行為および差別への関与の禁止に対する施策のほか、労働
協約の5原則（前出）に基づいて行動している。

差別行為および
差別行為への関与の禁止

人事や待遇における
差別的慣行の禁止

●「行動規範」に、各国の法令遵守はもとより、その社会規範、文化、
慣習を尊重し、現地社会の発展に寄与、貢献することを定めている。

海外における現地の
文化や慣習の尊重

●育児休職規程、介護休業規程を制定し、期間満了後は現職に復職さ
せている。
●私傷病休職の場合は、完治を前提に産業医の意見を参考にして復職
の可否を会社が決定する。

●労働協約の5原則（前出）に基づいて行動している。

従業員が仕事と育児・
介護等を両立できる
就業環境の整備

男女の均等な待遇

●ヘルプライン制度とライトスタッフ制度で対応している。セクシャル・ハラスメント

●職種転換制度を導入している。また単身赴任者には帰省旅費を支給
している。

従業員の家庭事情に応じた
職場環境、就業形態の整備

●定年再雇用制度を導入しているほか、65歳定年制に向けて労使協議
を開始している。

●労働安全衛生マネジメントシステムを導入し、作業環境測定、特殊健
康診断を実施しているほか、メンタルヘルス相談を行っている。

高齢者の雇用

安全で快適な職場

●個人情報保護規程を制定しており、各事業所毎の人事担当部長の下
で雇用管理情報を管理している。
●外部から従業員の個人情報に関する問い合わせがあった場合、人事
本部が窓口となり、利用目的などを確認して適切に対応している。

●個人の資質を生かすため職種転換制度を導入したほか、各種階層別
教育や次世代経営幹部育成研修を行っている。
●公正な人事考課のため、操業長・作業長による予備評定制度を設け、
予備評定者訓練教育を行っている。

●ジュニアボード活動を通じた若手従業員との懇談を行っている。
●「企業行動報告書」「行動規範」に対するアンケート調査を実施して
いる。

従業員の個人情報保護

教育・研修制度の充実、
公正な人事考課

従業員満足度の向上

●コンプライアンス法令研修を定期的に行うなど、法令の周知を図っ
ている。

贈収賄や汚職

●所属上部団体である日本経団連や日本製紙連合会の基準に従い政党
や政治資金団体への寄付を行っている。

●工場における見学者受け入れ（年約800件）やグラウンドワーク活
動の実施、（社）日本環境教育フォーラムとの共催による社有林を利
用した「王子の森・自然学校」の開催など、事業特性を生かした活動
を行っている。
●日本の科学技術の発展を支援する（財）藤原科学財団に資金的援助
をしている。

政党や政治家への働きかけ、
献金の厳格な管理

自社の得意分野を生かした
社会貢献と資金面での援助

●骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として、骨髄バンクへの登録
または骨髄液の提供に必要な検査、入院を行うときは、ドナー休暇を
取得できる。

従業員のボランティア活動への
参加支援

●NPO法人「森の響（うた）」を2004年に設立し、社会貢献活動を行っている。
●工場周辺の住民に環境モニターになってもらい、環境モニター会を
開催している。

地域住民や国内外の
NGO/NPOとの対話・協働

●国連グローバル・コンパクトやWBCSDなど国際会議への参加、中国
での環境植林への参加、産業植林による途上国での経済貢献を実施し
ている。

世界的諸問題解決への
積極的な取り組み　
＊熱帯雨林消失、HIV、貧困、難民など

企業の内外に
おける

差別の禁止

多様性の尊重

男女平等への
配慮

労働安全衛生・
福利厚生

従業員の
プライバシー
保護

人材開発・
人事評価制度

従業員の
満足度

政治家・
公務員との
適切な関係

社会貢献

地域社会や
NGO／NPO
との対話

国際社会への
貢献
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王子製紙グループの特徴は、森林資源などの

自然物を原料にしていることです。ベトナム、

中国、タイなどの途上国から供給されるものも

あります。原材料調達によって生じる環境・社

会への影響を、サプライチェーンをさかのぼっ

て確認し、サプライヤーにも対応を求めること

が、社会的責任だと考えます。経済のグローバ

ル化が進み、また、途上国の経済発展に伴い資

源需要が増加している中で、CSR調達※1の重

要性は一層高まるでしょう。

そこで2007年4月に「王子製紙グループ・パ

ートナーシップ調達方針」を制定し、サプライ

ヤーの皆さんと協力して原材料のCSR調達に

取り組むことにしました。

これまでにも、2005年4月に「木材原料の調

達方針」を制定し、持続可能な森林経営により

育成される資源を原料とするグリーン調達を推

進してきました。「パートナーシップ調達方針」

の下には、「木材原料の調達方針」の内容を一

層充実させた「木材原料の調達指針」を置き、

グリーン調達からCSR調達にレベルアップし

ました。木材原料以外の原材料についても「パ

ートナーシップ調達方針」により、環境・社会

への影響に配慮しながら調達を進めます。

※1
CSR調達
生産活動に必要な原材
料を調達する際、自社
のみならず、サプライ
ヤーにも環境的、社会
的配慮を求めること。

私が担当しているタイ
やベトナムのサプライ
ヤーに、「パートナー
シップ調達方針」の説
明をしています。これ
をきっかけに、今まで
以上にサプライヤーや
地域との対話を進めて
いきます。

Oji Paper（Thailand）Ltd. 企画部長
（現・王子製紙（株）林材部マネジャー）

梶川宏治

TO P I C S

王子製紙グループ・パートナーシップ調達方針

【基本的な考え方】
王子製紙グループは本業における社会的責任を果たすた
め、原材料の調達に際し、サプライチェーンの取引先の皆
様のご協力を得て、環境や社会に配慮したCSR調達を推進
します。
当社のCSR調達は、国連グローバル・コンパクトや「王
子製紙グループ企業行動憲章」、「王子製紙グループ環境憲
章」等の理念に基づいて行い、真に豊かで持続可能な社会
の実現に貢献します。
またCSR調達に際しては取引先の皆様とのコミュニケー
ションを大切にし、逐次レベルアップを図ります。
【取引先の皆様へのお願い】
王子製紙グループはサプライチェーンの取引先の皆様に
下記項目の実行をお願いし、取引先の皆様とともに取り組
みます。
また皆様のサプライチェーンにおいても同様の配慮をさ
れることを期待します。

＊この調達方針は王子製紙グループが調達する全ての原材料を対象とし
ます。木材原料については、この調達方針の下に「木材原料の調達指針」
を定めます。
＊環境や社会に配慮したCSR調達を効果的に推進するため、適宜モニタ
リングを実施します。

1）安定供給の確保

①競争力のある価格

②品質と納期の確保

2）法令・社会規範の遵守と
公正な取引

①関連する法令と国際条約
などの遵守

②取引先との誠実、健全な
関係の維持

3）環境への配慮

①環境管理体制の強化

②廃棄物の低減と資源の有
効活用

③地球温暖化対策の推進

④生物多様性の保全

⑤環境負荷の削減

⑥化学物質の管理

4）社会への配慮

①人権の擁護（児童労働の
禁止、強制労働の禁止、
差別の禁止、ハラスメント
の禁止）

②労働者の権利保護（良好
な労使関係の維持、長時
間労働の防止、最低賃金
の保障）

③職場の安全衛生の確保

④社会・地域への貢献

5）社会とのコミュニケーション

①ステークホルダーとのコミ
ュニケーションによる信頼
関係の構築

②海外の文化・慣習の尊重

③適切な情報の開示と保護

サプライヤーとともに
CSR調達を推進

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環
境
活
動
報
告

社
会
性
報
告

2007年4月に「パートナーシップ調達方針」を定めました。

サプライチェーンが環境・社会に及ぼす影響を確認しながら

原材料を調達します。

CSR調達
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王子製紙グループの環境経営体制を図1に示

します。この中でグループ環境経営の中枢とな

る王子製紙（株）本社では、環境経営方針を決

定する「環境委員会」、全グループの環境保全

状況を監査指導する「環境監査委員会」を最重

要委員会と考えています。また、最近では、製

品の安全性を保証する「製品安全委員会」も

徐々に重要性を増してきました。さらに各工場

での「工場環境委員会」は工場での環境保全を

実行する前線での重要な委員会です。

大規模工場でのISO14001※1の認証取得は完

了しましたが、システム構築後の効果的な運用

をこうした委員会組織で作り上げることで、完

全なシステムとなるようにしています。

また、その運用や実施状況に問題がないかど

うかを自社の環境監査で確認することにより、

活きたシステムになることを目指しています。

※1
ISO14001
国際標準化機構（ISO）
が定めた環境マネジメ
ントシステム。この規
格に適合したシステム
を構築した事業所はそ
の認証を受けることが
できる。

王子製紙グループの
環境経営体制

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環
境
活
動
報
告

社
会
性
報
告

環境監査によって、

システムを活きた環境マネジメントにする

取り組みを行っていきます。

環境
マネジメントと
環境監査

図1●環境経営体制図

（環境保全活動全般の監査）
委員長：社長特命の役員
委員：本社部長クラス

社
　
長

本　社

環境監査委員会

製品安全委員会

（PL法関連事項の審議）
委員長：環境管掌役員
委員：関連役員、その他責任者

環
境
管
掌
役
員

工　場
（工場の環境保全）

環境管理室

環境経営部

（グループ事業所の
総合的環境管理）環境管理室

（製品・使用化学物
質の安全対策）製品安全保証室

（化石由来CO2排出
量削減対策）地球温暖化対策室

（環境経営の推進）環境経営推進室

（法令遵守関係）コンプライアンス室

（環境活動計画の審議）工場環境委員会

（環境関連技術全般）

技術部

（環境対策工事全般）

王子エンジニアリング（株）

（環境技術および育種、植林技術
の研究開発）

総合研究所

（海外植林事業、国内社有林事業）

植林部

（木材原料の調達）

林材部

（古紙利用関連）

王子古紙パルプセンター（株）

環境委員会

（環境活動計画の審議）
委員長：環境管掌役員
委員：関連役員・部長、
全工場長、関係会社責任者

環境保全部会

森林資源部会

古紙利用促進部会

エネルギー部会

（環境対策、環境関連全般）各工場、関連会社の環境管
理状況の統括管理と環境改善の総合施策の立案と推進

（植林、木材原料調達、緑化活動）海外植林事業、国内社
有林事業に関する方針と総合施策の立案

（古紙利用促進活動）紙のリサイクル推進に関する方針と
総合施策の立案

（省エネルギー対策、CO2削減）各工場、関係会社のエネ
ルギー管理状況の統括管理と総合施策の立案と推進

統括技術本部

研究開発本部

資源戦略本部
（新燃料の調達）

新燃料部
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――王子製紙では広範囲な環境監査を行ってい

るそうですね

多田 監査対象の事業所を段々と広げて、現在

では紙・板紙の製造加工系グループ会社や研究

施設、印刷工場、建材事業、病院、ホテル、食

品加工など、あわせて国内の全連結対象の207

カ所、海外を含めると216カ所という膨大なも

のです。この事業所に2年ごとに立ち入って監

査を行っています（表1）。事業所によって1,000

人規模から数人規模までさまざまです。このよ

うにすべての連結対象事業所を監査していると

いう例は、世界中でもあまりないのではないで

しょうか。この環境監査を通して、環境マネジ

メントシステムのレベルが確実に向上している

ことを実感しています。

――この度、王子製紙グループの8工場のボイ

ラーで環境不祥事が発覚しましたが、監査して

きた立場としてどのように思いますか

多田 非常にショッキングです。第一報を聞い

たときは本当に頭が真っ白になりました。

2005年に千葉県の多くの企業で排水データに

王子製紙グループでは13年前から工場の環境監査を開始し、最近では広範囲に展開しています。し

かし2007年7月に8つの工場のボイラーで環境問題を起こしていたことが明らかになりました。王子

製紙（株）環境経営部の多田環境管理室長に今後の対応をインタビューしました。

不祥事が発覚し、当社グループでもデータ改ざ

ん等について、二度にわたり全グループ会社に

徹底した調査をするように指示しました。その

結果、王子コーンスターチ（株）千葉工場の不

祥事を発見し、自主的に報告したことは企業行

動報告書2006に述べたとおりです。しかし今

回の問題を受けて正直なところ、いままで我々

がやってきた環境監査は一体何だったのだろう

か、なぜ見抜くことが出来なかったのか、どう

して問題として上がってこなかったのか、と頭

を抱え込んでいます。また私の部署はグループ

すべての環境保全を指導していく立場ですの

で、今回の不祥事について責任を重く感じます

し、これからどのような管理体制を敷くかが大

きい課題です。

――今後も今までのように監査を続けるのでし

ょうか

多田 もちろんです。2年前には監査の方法に

ついて、170項目のチェックリストや監査シス

テムの整備を行い、監査対象の事業所の拡大を

進めてきました。しかしこれからは監査の質の

向上が必要になると考えます。まだ事件が発覚

したばかりで、現在はその喫緊の課題の対応に

追われ、監査方法の改善については手を付け始

めたばかりです。しかし基本方針として今まで

の性善説に基づく監査方法を改めて、今後は性

悪説的な監査も必要だと考えています。もちろ

ん事業所の規模によっては従来の性善説的監査

や、教育プロジェクト的な監査の部分は継続し

て実施していきます。特に小規模事業所では法

律や手法の面で資金や人材に乏しいので、こう

した事業所には主として従来型監査を行い、工

場のレベルアップを図る教育的監査を重点に実

施していきます。

しかし人材の多い大規模事業所では教育プロ
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「今後は現場の実態に踏み込み質の高い監査をしていきたい」
と語る多田室長。

インタビュー

多田友紀 王子製紙（株）環境経営部環境管理室長

環境監査体制の見直しと強化
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または改善することが望ましい事項

要望事項 583件速やかな改善をすべき事項 114件指摘事項
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ジェクトの段階は既に終わっていますし、今回

の事件を教訓として性悪説的な監査が必要と思

います。既にどのような手法で、どの程度の時

間と人員をかけて監査をしていくかなど、シス

テム面から検討を開始しています。例えば操業

ノートの確認や、オペレーターに異常時の対処

や問題点をインタビューするなど、操業の実態

にも踏み込んで点検をしたいと考えています。

こうした対策により、従来170項目だったチェ

ックリストは、既に470項目になっています。

これからもチェックリストの改良を続ける予定

です。

監査対象とする法律の範囲も大幅に広げま

す。監査対象によっては環境部門でないとか、

安全部門が管理する法令だから環境監査では見

ない、などと「縦割りテリトリー」で考えてい

たのでは、これからのコンプライアンスを守る

ことは出来ないと考えます。他部署の管理範囲

まで遠慮なく踏み込んででも監査していくべき

と考えています。探してみるとどこの部署もチ

ェックしていない「空白地帯の法律」が沢山あ

るのではないかと思います。

――これからの環境マネジメントシステム（EMS）

についてお聞かせください
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多田 このたび不祥事があった8つの工場で

は、既にISO14001の認証を取っています（表

2）。また近年日本中で起きている企業の環境

不祥事の工場も、ISO認証工場が多くありま

す。だからといってISOは意味がないとは言い

ませんが、十分な歯止めにならなかったことに

は間違いありません。対策としてシステムの中

に歯止めとなる手順を導入する必要があると考

えています。

また、中小規模の事業所についても油断は出

来ません。こうした事業所は残念ながらISO

14001認証を取得することはコストや人材の問

題から大変困難です。しかしこのままでは問題

がありますので、対策として中規模事業所では

ISOの要求事項を網羅している簡易版のEMS認

証取得を推進していきます。またそれさえも手

が届かない小規模事業所には、王子製紙独自の

EMS認証を構築するなど、すべての事業所で

EMSを運用していくことを考えています。

一昨年問題を起こした王子コーンスターチは

今では模範的な環境管理体制で運営していま

す。このたびの不祥事が社会に及ぼした影響は

大変大きく責任を感じますが、これを契機に大

きく立ち直る道をつけていくのが環境経営部の

責務だと考えます。

表2 ISO14001認証取得状況

＊大気汚染防止法特定施設のばい煙問題により、2007年8月に、王子製紙（株）釧路工場、苫小牧工場、米子工場、王子板紙（株）日光
工場、江戸川工場、佐賀工場で、認証一時停止処分を受けました。
＊王子製紙、王子板紙、王子特殊紙、王子ネピアの製紙系4社は全工場で認証を取得しています。
＊王子紙業、王子エンジニアリング、本州東信は、各社を管轄する当社各工場の取得にあわせて同時に一括して取得しています。

表1 2006年度中の国内現地環境監査結果（207事業所中107事業所で実施）

97年度

98年度

99年度

00年度

01年度

02年度

03年度

04年度

05年度

06年度

王子製紙（神崎工場）

王子製紙（日南工場）

王子製紙（呉工場、釧路工場、富士工場、中津工場）、王子タック（尼崎工場）、王子板紙（大分工場、松本工場）、丸彦渡辺
建設（23事業所）、王子コンテナー（釧路工場）、王子パッケージング（富士工場）

王子製紙（苫小牧工場、江戸川工場、富岡工場）、王子通商、苫小牧化工、王子板紙（名寄工場、佐賀工場）、王子コンテナ
ー（西部地区5工場）、王子ネピア（苫小牧工場）、本州東信

王子製紙（米子工場、江別工場、春日井工場、岩渕工場、滋賀工場）、王子キノクロス（富士工場）、チヨダコンテナー（本
社および全工場）、ユポ・コーポレーション（鹿島工場および開発研究所）

王子板紙（祖父江工場、富士工場）、王子コンテナー（札幌工場）

王子コンテナー（神奈川工場）、王子ネピア（東京工場）、王子斎藤紙業、王子板紙（日光工場）、ムサシ王子コンテナー、静
岡王子コンテナー（本社工場、東部工場）

王子コンテナー（本社、宇都宮、筑波、長野、愛媛工場）、王子タック（宇都宮工場）、王子特殊紙（本社、第一工場、富士
工場、芝川工場、静岡工場、富士宮事業所）、王子パッケージング（東京）、王子物流（東日本事業部）

王子板紙（中津川工場、恵那工場、大阪工場）

王子チヨダコンテナー（青森工場、仙台工場、福島工場、九州北工場）、ニシコーダンボール




